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報酬改定等について（地域密着型サービス共通） 

改正内容の主な項目について掲載しています。詳細は、各サービスの資料及び厚生労働省通

知にてご確認ください。 

介護職員等処遇改善加算については、ホームページ上でご確認ください。 

福岡市ホームページ：ホーム ＞健康・医療・福祉 ＞高齢・介護 ＞事業者の方へ ＞各種手続

き・運営指導に関すること ＞介護報酬に関する届出（加算・減算） 

 「２ 介護職員等処遇改善加算の届出」 

（ＵＲＬ：https://www.city.fukuoka.lg.jp/fukushi/jigyousyasido/health/00/05/kaigohousyu.html） 

Ⅰ 令和６年度介護報酬改定について 

１ 省令、告示及び通知等の改正 

（１）人員配置基準における両立支援への配慮 

対 象 全サービス 

概 要 

・「常勤」の計算に当たり、職員が育児・介護休業法等による育児・介護等の短時間

勤務制度を利用する場合に加えて、「治療と仕事の両立ガイドライン」に沿って事

業者が設ける短時間勤務制度等を利用する場合にも、週 30時間以上の勤務で「常

勤」として取扱うことを認める。 

・「常勤換算方法」の計算に当たり、職員が「治療と仕事の両立ガイドライン」に沿

って事業者が設ける短時間勤務制度等を利用する場合、週 30 時間以上の勤務で

常勤換算での計算上も１（常勤）と扱うことを認める。 

（２）管理者の責務及び兼務範囲の明確化 

対 象 全サービス 

概 要 

提供する介護サービスの質を担保しつつ、介護サービス事業所を効率的に運営す

る観点から、管理者の責務について、利用者へのサービス提供の場面等で生じる事

象を適時かつ適切に把握しながら、職員及び業務の一元的な管理・指揮命令を行う

ことである旨を明確化した上で、管理者が兼務できる事業所の範囲について、管理

者がその責務を果たせる場合には、同一敷地内における他の事業所、施設等ではな

くても差し支えない旨が明確化された。 

（３）いわゆるローカルルールについて 

対 象 全サービス 

概 要 

都道府県及び市町村に対して、人員配置基準に係るいわゆるローカルルールにつ

いて、あくまでも厚生労働省令に従う範囲内で地域の実情に応じた内容とする必要

があること、事業者から説明を求められた場合には当該地域における当該ルールの

必要性を説明できるようにすること等を求める。 

※令和６年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ vol.１ 問 183

（４）「書面掲示」規制の見直し 

対 象 全サービス 

概 要 

運営基準上、事業所の運営規定の概要等の重要事項等について、「書面掲示」に加

え、インターネット上で情報の閲覧が完結するよう、原則として重要事項等の情報

をウェブサイトに掲載しなければならない。 

※令和７年度から義務付け
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（５）テレワークの取り扱い 

対 象 全サービス（居宅療養管理指導を除く） 

概 要 

人員配置基準等で具体的な必要数を定めて配置を求めている職種のテレワークに

関して、個人情報を適切に管理していること、利用者の処遇に支障が生じないこと

等を前提に、取扱いの明確化を行い、職種や業務ごとに具体的な考え方が示され

る。 

「介護サービス事業所・施設等における情報通信機器を活用した業務の実施に関

する留意事項について（令和６年３月 29日老高発 0329第２号、老認発 0329第５

号、老老発 0329第 １号） 

（６）業務継続計画未策定事業所に対する減算 

対 象 

★定期巡回・臨時対応型訪問介護看護、夜間対応型訪問介護、（介護予防支援）居宅

介護支援

☆地域密着型通所介護、（介護予防）認知症対応型通所介護、（介護予防）、（介護予

防）小規模多機能型居宅介護、（介護予防）認知症対応型共同生活介護、地域密着

型特定施設入居者生活介護、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、看護

小規模多機能型居宅介護

概 要 

（単位数）施設・居住系サービス 所定単位数の 100 分の３に相当する単位数を減

算その他のサービス 所定単位数の 100 分の１に相当する単位数を減算 

★のサービス 令和７年３月 31日までの間減算の対象としない

☆のサービス 原則減算の対象（１年間の経過措置要件もあり）

（減算要件）業務継続計画が未策定である場合 

（７）高齢者虐待防止の推進 

対 象 

定期巡回・臨時対応型訪問介護看護、夜間対応型訪問介護、地域密着型通所介護、

（介護予防）認知症対応型通所介護、（介護予防）小規模多機能型居宅介護、（介護

予防）認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護、地域密着

型介護老人福祉施設入所者生活介護、看護小規模多機能型居宅介護 

概 要 

（単位数）  所定単位数の 100 分の１に相当する単位数を減算 

（減算要件）虐待の発生又はその再発を防止するための措置（虐待の発生又はその

再発を防止するための委員会の開催、指針の整備、研修の実施、担当

者をさだめること）が講じられていない場合 
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Ⅱ 令和８年度診療報酬改定を踏まえた諸改正について 

１ 省令、告示及び通知等の改正 

（１）協力医療機関連携加算に係る要件変更 

対 象 
（介護予防）認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護、地

域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 

概 要 

協力医療機関と介護保険施設等とで行う定期的な会議の開催頻度は、ＩＣＴによ

る情報共有を行う場合は年１回、ＩＣＴによる情報共有を行わない場合は原則年３

回へと見直す。 

※令和８年６月から変更

（２）やむを得ない事情における人員欠如に係る特例的な取扱い 

対 象 全サービス 

概 要 

突発的で想定が困難な事象によりやむを得ない事情が生じ、人員欠如が発生した

場合（※）は、ハローワークの活用等により職員の確保に係る取組を行っている事

業所・施設について、１年に１回に限り、３か月を超えない期間は、介護給付費の

減額を猶予する。 

※介護・看護職員が人員基準上必要とされる員数から１割を超えて減少した場合

を除く
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指定内容の変更等の届出について 

１ 「指定地域密着型サービス事業者及び指定地域密着型介護予防サービス事業者に係る変更

届出書」について 

（１）届出の期日

変更があった日から 10日以内に提出してください。

※ 提出時に内容について相談がある場合は、事前に電話で予約をしてからご来庁ください。

【参考】 

○介護保険法第 78条の５第１項、第 115条の 17第１項

指定地域密着型（介護予防）サービス事業者は、当該指定に係る事業所の名称及び所

在地その他厚生労働省令で定める事項に変更があったとき、又は休止した当該指定地域

密着型（介護予防）サービスの事業を再開したときは、厚生労働省令で定めるところに

より、十日以内に、その旨を市町村長に届け出なければならない。 

（２）事業所の構造・専用区画等の変更

工事を伴う事業所の構造・専用区画等を変更する場合、移転をする場合は、設備基準に適合してい

るか確認する必要がありますので、工事着工前に福岡市事業者指導課・介護保険課へ相談してくださ

い。 

（３）提出書類

サービスごとの「変更届出書チェック表」に記載された、「共通事項」及び「具体的な変更項目」

の該当項目それぞれについて、必要書類をご確認いただき、漏れがないよう提出してください。 

（４）届出が不要な場合

次のような場合については、変更届の提出は不要です。

① 介護報酬改定に伴う介護報酬部分の料金（単位）の変更

② 運営規程に記載している従業者数の変更

③ 管理者、介護支援専門員以外の職種の従業者の変更

④ 事業所の電話番号、ＦＡＸ番号、Ｅメールアドレスの変更

※ ④の場合は、グラファーにて変更内容を提出してください。

（提出先は、（５）の届出様式掲載場所に同じ）

（５）問い合わせ先

福岡市役所 福祉局 高齢社会部 事業者指導課

○グループホーム 施設指導係  TEL：092-711-4319 

○グループホーム以外 在宅指導係  TEL：092-711-4257 

※ 届出様式は、福岡市のホームページに掲載しています。

必要な様式をダウンロードいただき、ご利用ください。

掲載場所：福岡市ホームページ ホーム＞健康・医療・福祉＞高齢・介護＞事業者の方へ

＞各種手続き・運営指導に関すること＞＞介護サービス事業所の変更届 

（ＵＲＬ：https://www.city.fukuoka.lg.jp/fukushi/jigyousyasido/health/00/05/kaigo_henkou.html） 
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２ 「廃止・休止・再開届出」について 

（１）届出の期日

＜廃止又は休止＞

福岡市事業者指導課と、事前相談の上、廃止又は休止の１か月前までに届出を行ってください。 

※ 休止は、再延長を含めて最長でも１年間とします。１年以内に再開が見込まれない場合は、休止

届でなく廃止届を提出してください。

＜再開＞ 

福岡市事業者指導課に、再開の２か月前までに必ず連絡していただき、事前相談の上、再開届等を

提出してください。 

【参考】 

○介護保険法第 78の５、第 115条の 17

１ 指定地域密着型（介護予防）サービス事業者は、当該指定に係る事業所の名称及び所

在地その他厚生労働省令で定める事項に変更があったとき、又は休止した当該指定地域

密着型（介護予防）サービスの事業を再開したときは、厚生労働省令で定めるところに

より、十日以内に、その旨を市町村長に届け出なければならない。 

２ 指定地域密着型サービス事業者は、当該指定地域密着型サービス（地域密着型介護老

人福祉施設入所者生活介護を除く。）の事業を廃止し、又は休止しようとするときは、厚

生労働省令で定めるところにより、その廃止又は休止の日の一月前までに、その旨を市

町村長に届け出なければならない。 

（２）廃止・休止の際の留意事項

廃止・休止の際は、あらかじめ担当ケアマネジャーや市町村（保険者）に廃止・休止の予定日を連

絡し、現にサービスを受けている利用者が同等のサービスを引き続き受けることができるよう、引継

ぎを含めた適切な措置を講じなければなりません。 

休止期間は最長１年間のため、休止後１年経過したら、廃止届を提出してください。 

（３）再開について

再開の際は、必要書類一式を求め、審査を行います。

詳細は、「福岡市介護サービス事業者の指定等事務取扱要領 別表６ 再開届の添付書類一覧」をご

覧ください。 

（４）問い合わせ先

福岡市役所 福祉局 高齢社会部 事業者指導課

○グループホーム 施設指導係  TEL：092-711-431９ 

○グループホーム以外 在宅指導係  TEL：092-711-4257 

※ 届出様式は、福岡市のホームページに掲載しています。

必要な様式をダウンロードいただき、ご利用ください。

掲載場所：福岡市ホームページ ホーム＞健康・医療・福祉＞高齢・介護＞事業者の方へ

＞各種手続き・運営指導に関すること＞＞介護サービス事業所の廃止・休止・再開 

（ＵＲＬ：https://www.city.fukuoka.lg.jp/fukushi/jigyousyasido/health/00/05/kaigo_haishikyushisaikai.html） 
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３「介護給付費算定に係る体制等に関する届出書・変更届出書」について 

（１）新たに加算を算定する場合、または、算定内容を変更する場合

① 定期巡回・随時対応型訪問介護看護 、夜間対応型訪問介護 、地域密着型通所介護 、

（介護予防）認知症対応型通所介護 、（介護予防）小規模多機能型居宅介護 、

看護小規模多機能型居宅介護

加算の算定を開始しようとする月の 前月の 15 日まで（15 日が休日の場合は，翌開庁日まで）に提

出してください。 

16日以降に提出された場合は、翌々月からの算定開始となります。 

② （介護予防）認知症対応型共同生活介護

加算の算定を開始しようとする月の 初日まで（初日が休日の場合は、前開庁日まで）に

提出してください。 

【参考】 

平成18年３月31日 老計発第0331005号・老振発第0331005号・老老発第0331018号 

 第１ 届出手続きの運用 

１ 届出の受理  

(5)届出に係る加算等の算定の開始時期  ～ 一部抜粋 ～

定期巡回・随時対応型訪問介護看護、夜間対応型訪問介護、認知症対応型通所介護、

小規模多機能型居宅介護若しくは看護小規模多機能型居宅介護又は介護予防認知症対応

型通所介護若しくは介護予防小規模多機能型居宅介護における届出に係る加算等（算定

される単位数が増えるものに限る。以下同じ。）については、適正な支給限度額管理のた

め、利用者や居宅介護支援事業者等に対する周知機関を確保する観点から、届出が毎月

15日以前になされた場合には翌月から、16日以降になされた場合には翌々月から、算定

を開始するものとすること。 

認知症対応型共同生活介護若しくは介護予防認知症対応型共同生活介護（いずれも短

期利用型を含む）における届出に係る加算等については、届出が受理された日が属する

月の翌月（届出が受理された日が月の初日である場合は当該月）から算定を開始するも

のとする。 

（２）加算の算定を終了する場合

要件を満たさなくなったなどで、加算の算定をしなくなる場合は、速やかに変更届を提出してくださ

い。 

※ 届出様式は、福岡市のホームページに掲載しています。

必要な様式をダウンロードいただき、電子申請届出システムによりご提出ください。

掲載場所：福岡市ホームページ ホーム＞健康・医療・福祉＞高齢・介護＞事業者の方へ

＞各種手続き・運営指導に関すること＞介護報酬に関する届出（加算・減算） 

（ＵＲＬ：https://www.city.fukuoka.lg.jp/fukushi/jigyousyasido/health/00/05/kaigohousyu.html） 

（３）問い合わせ先

加算の算定要件及び介護サービスの指定基準等に関する問い合わせについては、問い合わせの趣

旨・解釈に誤解が生じないようにするため、メールで下記のアドレスに送信してください。 

福岡市役所 福祉局 高齢社会部 事業者指導課  

○グループホーム   施設指導係：shisetu-shido@city.fukuoka.lg.jp 

○グループホーム以外 在宅指導係：kyotaku@city.fukuoka.lg.jp
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４「電子申請届出システム」について 

令和７年２月１日から、国が構築した「電子申請届出システム」を活用した指定申請等にかかる申請

届出等の受付を開始しました。 

※ 介護保険法施行規則（第 165条の７）の改正に伴い、本システムの使用が基本原則化されたことか

ら、本市においても本システムによる受付を原則とします。

【参考】 

(申請等の手続における電子情報処理組織の使用) 

○介護保険法施行規則（第 165条の７） 次に掲げる申請、申出又は届出(以下この条にお

いて「申請等」という。)は、厚生労働省の使用に係る電子計算機(入出力装置を含む。

以下この条において同じ。)と申請等を行おうとする者の使用に係る電子計算機とを電

気通信回線で接続した電子情報処理組織を使用する方法であって、当該電気通信回線を

通じて情報が送信され、厚生労働省の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに当

該情報が記録されるもの(やむを得ない事情により当該方法による届出を行うことがで

きない場合にあっては、電子メールの利用その他の適切な方法とする。)により提出しな

ければならない。

（以下省略） 
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介護サービス情報の公表制度について 

１ 制度の趣旨 

平成 18 年４月から、介護サービスを行っている事業者に介護サービス情報の公表が義務付けられています。 

 この制度は、介護保険の基本理念である「利用者本位」、「高齢者の自立支援」、「利用者による選択（自己

決定）」を現実のサービス利用において保障するため、利用者が介護サービス事業者を選択するに当たっての判

断に資する介護サービス情報を、円滑かつ容易に取得できる環境整備を図ることを目的としています。 

２ 制度の概要 
 介護サービス事業者は、年に１回、介護サービス情報を報告する必要があります｡報告された情報が記入漏れや

記入誤り等がなければ、報告した内容が公表されます。 

また、報告された情報の調査については、平成 24 年度以降は任意となっており、介護サービス事業者が希望

した場合に、事業所を訪問して実施します。 

平成 30 年度から、政令市（北九州市、福岡市）の事業所については、報告先及び調査の実施が、所管の政令

市になっています。 

（公表される内容） 

(1) 基本情報

事業所の所在地、定員、従業員数、利用料金等、事業所の概要となる情報

(2) 運営情報

各マニュアルの有無、サービス記録の有無、財務状況がわかる書類等、事業所の運営上の情報

３ 対象事業 

(1) 対象となるサービス

訪問介護、（介護予防）訪問入浴介護、（介護予防）訪問看護、（介護予防）訪問リハビリテーション、通所介護、

（介護予防）通所リハビリテーション、（介護予防）特定施設入居者生活介護 (養護老人ホームに係るものを除く。)、

（介護予防）福祉用具貸与、（介護予防）特定福祉用具販売、（介護予防）短期入所生活介護、（介護予防）短期入所

療養介護（介護保険法施行規則（平成１１年厚令第３６号。）第１４条第４号及び第２２条の１４第４号に掲げる診

療所に係るものを除く。）、居宅介護支援、介護福祉施設サービス、介護保健施設サービス、地域密着型通所介護、（介

護予防）認知症対応型通所介護、地域密着型特定施設入居者生活介護(養護老人ホームに係るものを除く。)、地域密

着型介護老人福祉施設入所者生活介護、指定療養通所介護、夜間対応型訪問介護、（介護予防）小規模多機能型居宅

介護、（介護予防）認知症対応型共同生活介護、定期巡回・随時対応型訪問介護看護、複合型サービス（看護小規模

多機能型居宅介護）、介護医療院、有料老人ホーム(サービス付き高齢者向け住宅を除く。) 

(2) 対象とならないサービス

① 介護保険法（以下「法」という。）第 71 条第１項本文の規定に基づき、法第 41 条第１項本文の指定があった

ものとみなすもの、法第 72 条第１項本文の規定に基づき、法第 41 条第１項の本文の指定があったものとみな

すもの、又は法第 115 条の 11 において準用する法第 71 条第１項本文及び法第 72 条第１項の規定に基づき、

介護サービス事業者 

《基本情報》 

例）事業所の職員体制、設備・面積、 

  利用料金、サービス提供時間 等 

《運営情報》 

例）サービスに関するマニュアルの有無、身体

拘束を廃止する取組みの有無 等 

報 告 

福岡県又は政令市（北九州市、福岡市） 

利用者（高齢者）・利用者家族・ケアマネジャー等 

介護サービス情報に基づく比較検討により、サービス事業者を選択 

調査（確認）※希望した場合に実施 

公 表 
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法第 53 条第１項本文の指定があったとみなすもの(以下「みなし指定」という。)については、みなし指定とな

って１年を経過していない場合は対象外となります。 

・ 病院・診療所における（介護予防）訪問看護、（介護予防）短期入所療養介護、（介護予防）訪問リハビ

リテーション、（介護予防）通所リハビリテーション

・ 介護老人保健施設における（介護予防）短期入所療養介護、（介護予防）訪問リハビリテーション、（介

護予防）通所リハビリテーション

・ 介護医療院における（介護予防）短期入所療養介護、（介護予防）訪問リハビリテーション、（介護予防）

通所リハビリテーション

 また、（介護予防）短期入所療養介護の事業所のうち、平成 21 年度から新たに提供可能となった有床診療所

の一般病床については、対象外となります。 

② 既存の事業者で、前年度に受領した介護報酬の額（利用者負担額を含む。）が、居宅サービス及び介護予防

サービスのいずれの事業でも１００万円を超えない事業者は報告対象外です。

４ 情報公表事務の流れ 

(1) 計画の策定

県（政令市）は、毎年、「介護サービス情報の報告に関する計画」、「調査事務に関する計画」及び「情報

公表事務に関する計画」を「介護サービス情報の公表制度に係る報告・調査・情報公表計画」（以下「計画」

という。）として一体的に定め、公表します。 

(2) 通知

計画に基づき、対象事業者に報告に関する方法、手順及び提出締切等を記載した通知文書を送付します。

(3) 情報の報告

介護サービス事業者は、自らの責任において介護サービス情報(基本情報及び運営情報)を、インターネットを

通じて県（政令市）に報告します。 

(4) 調査の申込み（調査を希望する場合のみ）

調査を希望する事業所は、県（政令市）が指定した方法に従い、調査希望の申込みを行います。

(5) 調査の実施（調査を希望する場合のみ）

調査希望の申込み及び手数料の納付の確認後、調査する日程を決定し、県（政令市）が調査を実施します。

(6) 情報の公表

介護サービス情報をインターネット上で公表します。調査を希望する事業所は、調査結果に基づき、介護

サービス情報を公表します。 

５ 公表の時期 

 新しく指定を受けた事業所（新規事業所）は事業開始時、前年度から継続している事業所は１年に１回（県（政

令市）が定めた時）です。なお、新規事業者は、基本情報のみの公表となり、運営情報は公表免除になりますが、

事業開始後に任意で公表することは可能です。 

６ 手数料 

公表手数料：なし  

調査手数料（調査を希望する場合に必要）：県又は政令市から通知します。 

７ 行政処分 

介護サービス情報の公表制度は、介護保険法に基づくものであり、①報告を行わない、②虚偽の報告を行う、

③調査を妨げる等の事例に該当する事業所に対しては、県が改善命令を出し、なお従わない場合は、指定若しく

は許可の取消し、又は指定若しくは許可の全部又は一部の効力を停止することがあります。 

８ 財務状況のわかる書類の公表について 

 令和６年度より、事業所の財務状況のわかる書類の報告が義務付けられております（新規指定の事業所が事業

開始時に報告を行う場合を除く）。※令和６年度より開始の「介護サービス事業者の経営情報の報告」とは別の報

告です。詳しくは福岡県ホームページ及び次頁のリーフレットをご覧ください。 

（福岡県ホームページ）https://www.pref.fukuoka.lg.jp/contents/kouhyou-sisutemu.html 
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介護サービス事業者の業務管理体制の届出及び整備等について 

介護保険法第115条の32により、介護サービス事業者（以下「事業者」という。）には、法令遵守等

の業務管理体制の整備・届出が義務付けられています。 

事業者が整備すべき業務管理体制の内容及び届出先は、指定又は許可を受けている事業所又は  

施設（以下「事業所等」という。）の数に応じ定められています。 

１ 整備・届出すべき事項 

整備・届出事項 届出対象の事業者 

①事業者の

・名称（法人名）

・主たる事務所（本社・本部）の所在地

・代表者の氏名、生年月日、住所、職名

②法令遵守責任者の氏名、生年月日

③事業所名称等及び所在地

全ての事業者 

④業務が法令に適合することを確保するための規程の概要

（法令遵守マニュアル）
事業所等の数が20以上の事業者 

⑤「業務執行の状況の監査」の方法の概要 事業所等の数が100以上の事業者 

※事業所等の数は、介護予防及び介護予防支援事業所を含み、みなし事業所及び総合事業

（本市でいう介護予防型・生活支援型サービス）は除く。

２ 届出先 

  届出先が福岡市となるのは、運営する事業所等が全て福岡市内にある場合に限ります。 

区分 届出先（所管行政庁） 

①事業所等が３以上の地方厚生局の管轄区域(※)に所在する事業者 厚生労働大臣 

②事業所等が２以上の都道府県に所在し、かつ、２以下の地方

厚生局の管轄区域(※)に所在する事業者

主たる事務所が所在 

する都道府県知事 

③全ての事業所等が１の都道府県の区域に所在する事業者 都道府県知事 

④全ての事業所等が１の指定都市の区域に所在する事業者 指定都市の長 

⑤全ての事業所等が１の中核市の区域に所在する事業者 中核市の長 

⑥地域密着型サービス（予防含む）のみを行う事業者であって、

事業所等が同一市町村内に所在する事業者
市町村長 

※管轄区域は、下記の届出システムURLで確認できます。

３ 届出方法 

厚生労働省が運用する「業務管理体制の整備に関する届出システム」で行ってください。 

◇業務管理体制の整備に関する届出システムURL

https://www.laicomea.org/laicomea/cmns01l/cmns01l1/init.do
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４ 届出時点 

(1) 事業所の新規指定に伴い届出が必要となる場合 

⇒事業所の新規指定申請時に、届出システムで届出してください。 

 

 

 

(2) 事業所の変更届出に伴い変更が生じた場合 

⇒事業所の変更届出時に、届出システムで届出してください。 

(3) その他の場合 

⇒届出の必要が生じた時点で、届出システムで届出してください。 

 

５ 法人としての取組（法令等遵守の態勢） 

○法令等遵守：単に法令や通達のみを遵守するのではなく、事業を実施する上で必要な法令の目的 

（社会的要請）や社会通念に沿った適応を考慮したもの。 

○態勢   ：組織の様式（体制）だけでなく、法令等遵守に対する姿勢や体制づくりへの取組 
 
「業務管理体制」は、事業者自ら組織形態に見合った合理的な体制を整備するものであり、事業者の  

規模や法人種別等により異なります。法令で定めた整備すべき内容は、事業者が整備する業務管理体制の

一部です。体制を整備し、組織として事業者自らの取組が求められます。 
 

【取組の内容】 

(1) 方針の策定 ⇒ (2) 内部規程・組織体制の整備 ⇒ (3) 評価・改善 

 

(1) 方針の策定 

・法令等遵守の状況を的確に認識し、適正な法令等遵守態勢の整備・確立に向けた方針及び具体的

な方策を検討 

・法令等遵守に係る基本方針を定め、組織全体に周知 

・方針策定のプロセスの有効性を検証し、適宜、見直し 

(2) 内部規程・組織体制の整備 

・法令等遵守方針に則り、内部規程等を策定させ、組織内に周知 

・法令等遵守に関する事項を一元的に管理する態勢（体制）を整備 

・各事業担当部門等に対し、遵守すべき法令等、内部規程等を周知させ、遵守させる態勢を整備 

(3) 評価・改善 

・法令等遵守の状況を的確に分析し、法令等遵守態勢の実効性の評価を行った上で、問題点等につ

いて検証 

・検証の結果に基づき、改善する態勢を整備 

 

６ 法令遵守責任者の役割 

法令遵守責任者が中心となって、６の法令等遵守の態勢についての運用状況を確認し、例えば次の

ような取組を進めてください。 

・「法令等の遵守に係る方針」の制定、全役職員への周知 

・法令（基準）等の情報の収集・周知、サービス・報酬請求内容の確認 

・内部通報、事故報告及び苦情・相談への対応 

・法令遵守等に関する研修の実施、マニュアルの作成 等 

事業所の新規指定時は、介護保険事業所番号が未定のため、業務管理体制の整備に関する届出における介護  

保険事業所番号は、一旦、「0000000000（10桁すべて0）」で届出してください。指定年月日以降に、指定通知書が 

届き次第、システムの届出事項変更にて、指定通知書に記載された介護保険事業所番号を届出してください。 
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   （福岡県ホームページから抜粋・引用） 

トップページ > 健康・福祉・子育て > 介護・高齢者福祉 > 介護保険 > 消費生活用製品（福祉用具）の重大製品事故に係る公表について 

消費生活用製品（福祉用具）の重大製品事故に係る公表について 

 消費生活用製品（福祉用具）の重大製品事故についての情報提供がありましたので、お知らせします。 

福祉用具の使用に際しては、利用者の皆様におかれては、使用方法等に十分ご注意の上、ご使用ください。 

また、介護保険事業者におかれては、利用者の身体の状況等に応じて福祉用具の調整を行い、当該福祉用具の使用方法、使

用上の留意事項等について、十分な説明を行う等、利用者の安全を確保するため、適切に対応してください。 

 なお、県のホームページでは、公表された福祉用具の重大事故について掲載しています。詳細は、消費者庁又は経済産業省

のホームページでご確認ください。 

福岡県ホームページ https://www.pref.fukuoka.lg.jp/contents/fukushiyougujiko2025.html 

掲載先（消費者庁ホームページ）https://www.caa.go.jp/notice/release/2026/ 
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◎養介護施設従事者等による高齢者虐待の通報等に対しては、高齢者虐待防止担当部署並びに
当該養介護施設等の指導監査担当部署が協働して対応する必要があります。

【相談・通報・届出の受付、報告】
受付記録の作成 第21条

市町村が指定権限を有する地域密着サービス事業所の場合

【事実確認の実施】

施設・事業所への監査（立入検査等）第78条の7

高
齢
者
虐
待
防
止
法

介
護
保
険
法

【事実確認事項の整理】
調査報告書作成

老
人
福
祉
法

高齢者の保護等
緊急対応（必要時）

措置による保護
（必要時）
第11条第1項

★情報が入る度に緊急性の判断と保護の必要性を検討すること

緊急性
あり

【事実確認の準備】
市町村・都道府県による適切な権限の行使 第24条

庁内・関係機関間の情報共有
高齢者の安全確認・通報内容確認等

初
動
期
段
階

相
談
・
通
報
・

届
出
へ
の
対
応

事
実
確
認
（
含
む
準
備
）
・

緊
急
対
応

虐
待
有
無
の
判
断
、
課
題
の

整
理
、
対
応
方
針
の
決
定

（
虐
待
対
応
ケ
ー
ス
会
議
）

対
応
段
階

終
結
段
階

虐
待
対
応
の

終
結

モ
ニ
タ
リ
ン
グ

・
評
価

【虐待の有無の判断】【緊急性の判断】
【深刻度の判断】 【対応方針の立案】
虐待（人格尊重義務違反）の有無の判断の協議

第78条の4第8項

【虐待の発生要因・課題の整理】
発生要因の分析、運営課題等の整理、指導等内容への反映

【庁内外での必要な情報と既存情報の整理】
【緊急対応の協議】

必要な緊急対応、初動対応方針の立案

介護保険法に基づく措置

虐
待
の
再
発
防
止
対
応
と

必
要
な
権
限
行
使

【終結の判断】

①虐待の解消、高齢者が安心してサービスを利用出来ている状況の確認
②養介護施設・事業所による再発防止策の実施状況と効果の確認

違反・
指導事
項共に
無し

指定取消
第92条第1項
第4号、第10

号等

効力の全部又
は一部停止
第92条第1項第
4号、第10号等

改善命令・公示
第91条の2第3項

行政手続法に
基づく行政指導
（再発防止策
を含めた改善
報告書提出依頼）

改善勧告
第91条の2
第1項

事実確認の結果を踏まえた適切な措置の検討

検討結果に基づき、以下のいずれかの対応を実施

【モニタリング・評価】

・高齢者の生活状況の確認
・養介護施設の改善取組状況の確認
・評価会議による検討

必要な指導
第5条の4第2項第2号

老
人
福
祉
法

高齢者、家族、養介護施設従事者、虐待の発見者・発見した関係機関等
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市町村の対応 都道府県の対応

【相談・通報・届出の受付】
受付記録の作成 第22条

都道府県が指定権限を有する養介護施設等の場合
注）条文は特別養護老人ホームの場合

協働

【事実確認の実施】
施設・事業所への監査（立入検査等）

第23条、第90条

高
齢
者
虐
待
防
止
法

介
護
保
険
法

【事実確認の実施】
施設・事業所への監査（立入検査等）

第24条、第90条

緊急性
あり

【事実確認の準備】
必要な緊急対応及び対応方針の立案

【事実確認事項の整理】 調査報告書作成

高齢者の保護等
緊急対応（必要時）

★情報が入る度に緊急性の判断と保護の必要性を検討すること

高齢者の安全確認等 高齢者の安全確認等

必要な指導

第5条の4第2項第2号
改善計画書提出・

報告による
再発防止対応

措置による保護
（必要時）
第11条第1項

市町村・都道府県による適切な権限の行使
第24条

【終結の判断】
①虐待の解消、高齢者が安心してサービスを利用出来ている状況の確認
②養介護施設・事業所による再発防止策の実施状況と効果の確認

初
動
期
段
階

対
応
段
階

終
結
段
階

老
人
福
祉
法

協議し同行

虐待が認
められた
場合

事業者の応諾が
得られた場合

介護保険法に基づく措置

事業者の応諾が
得られない場合

都道府県へ報告、事実確認を要請

◎市町村・都道府県の関係部署が協働し、適切な役割分担を行いながら対応することが必要です。

相
談
・
通
報
・

届
出
へ
の
対
応

事
実
確
認
（
含
む
準
備
）
・

緊
急
対
応

虐
待
有
無
の
判
断
、
課
題
の

整
理
、
対
応
方
針
の
立
案

（
虐
待
対
応
ケ
ー
ス
会
議
）

虐
待
対
応
の

終
結

モ
ニ
タ
リ
ン
グ

・
評
価

虐
待
の
再
発
防
止
対
応
と

必
要
な
権
限
行
使

違反・指導
事項共に無し

【虐待有無の判断】【緊急性の判断】
【深刻度の判断】【対応方針の立案】
虐待（人格尊重義務違反）の有無の判断の協議

第88条第6項

【虐待の発生要因・課題の整理】
発生要因の分析、運営課題等の整理、指導等内容への反映

【モニタリング・評価】
・高齢者の生活状況の確認
・養介護施設の改善取組状況の確認
・評価会議による検討

【相談等の受付】
受付記録の作成 第21条

【事実確認の準備】
必要な緊急対応及び対応方針の立案

報告

通報

協働

指定取消
第92条第1
項第4号、
第10号等

効力の全部又
は一部停止

第92条第1項第4
号、第10号等

改善命令・公示
第91条の2第3項

行政手続法に
基づく行政指導
（再発防止策
を含めた改善
報告書提出依頼）

改善勧告
第91条の2
第1項

事実確認の結果を踏まえた適切な措置の検討

検討結果に基づき、以下のいずれかの対応を実施

高齢者、家族、養介護施設従事者、虐待の発見者・発見した関係機関等
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改善命令
第29条第15項

【事実確認の実施】
施設・事業所への監査（立入検査等）

第29条第13項

有料老人ホーム（未届施設含）の場合

事業の制限・停止
第29条第16項

改善指導（文書・口頭）

【事実確認の実施】
必要な実情の把握
第5条の4第2項第1号

老
人
福
祉
法

【虐待有無の判断】【対応方針の立案】
｢不当な行為｣｢利益を害する行為｣の有無の判断

第29条第15項

【虐待の発生要因・課題の整理】
発生要因の分析、運営課題等の整理、指導等内容への

反映

事業者の応諾が
得られた場合

老
人
福
祉
法

老
人
福
祉
法

★情報が入る度に緊急性の判断と保護の必要性を検討すること

高齢者の安全確認等 高齢者の安全確認等

【事実確認の準備】
緊急性の判断及び対応方針の立案

【事実確認の準備】
必要な緊急対応及び対応方針の立案

高齢者の保護等
緊急対応（必要時）

措置による保護（必要時）
第11条第1項

緊急性あり

必要な指導
第5条の4第2項第2号

初
動
期
段
階

対
応
段
階

終
結
段
階

有料老人ホーム

特定施設入居者生活介護
（介護付き有料老人ホーム）

サービス付き
高齢者向け住宅

事業者の応諾が
得られない場合

※上記フロー図は、介護保険制度の特定施設入居者生活介護の指定を受
けていない有料老人ホーム・サービス付き高齢者向け住宅が対象。

※有料老人ホームに該当しないサービス付き高齢者向け住宅は、養護者
による高齢者虐待として対応。

対
象

改善報告

公示

公示

◎市町村・都道府県の関係部署が協働し、適切な役割分担を行いながら対応することが必要です。

相
談
・
通
報
・

届
出
へ
の
対
応

事
実
確
認
（
含
む
準
備
）
・

緊
急
対
応

虐
待
有
無
の
判
断
、
課
題
の

整
理
、
対
応
方
針
の
立
案

（
虐
待
対
応
ケ
ー
ス
会
議
）

虐
待
対
応
の

終
結

モ
ニ
タ
リ
ン
グ

・
評
価

虐
待
の
再
発
防
止
対
応

と
必
要
な
権
限
行
使

改善計画書提出・報告による
再発防止対応

【モニタリング・評価】
・高齢者の生活状況の確認
・養介護施設の改善取組状況の確認
・評価会議による検討

【終結の判断】

①虐待の解消、高齢者が安心してサービスを利用出来ている状況の確認
②養介護施設・事業所による再発防止策の実施状況と効果の確認

【事実確認事項の整理】 調査報告書作成

都道府県へ報告、事実確認を要請

市町村・都道府県による適切な権限の行使
第24条

市町村の対応 都道府県の対応

高
齢
者
虐
待
防
止
法

【有料老人ホーム指導監督の
手引き（2訂版）参照】

【虐待有無の判断】【緊急性の判断】
【深刻度の判断】【対応方針の立案】
【虐待の発生要因・課題の整理】

発生要因の分析、運営課題等の整理、
指導等内容への反映

（例）

【相談・通報・届出の受付】
受付記録の作成 第22条

【相談等の受付】
受付記録の作成 第21条

協働

報告

通報

高齢者、家族、養介護施設従事者、虐待の発見者・発見した関係機関等

協議し同行

協働

協働

虐待が認められた場合
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福 岡 県 

高齢者の人間としての尊厳が尊重される社会をめざして 

高齢者福祉施設等における 
虐待を防ぎましょう 

高齢者虐待は、高齢者の尊厳を傷つけ、財産や生命までも危険にさらす 

行為であり、高齢化が進むなかで、深刻な問題となっています。 

高齢者に対する虐待を防止し高齢者の権利利益を擁護するため、平成１８ 

年４月に｢高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律｣ 

（高齢者虐待防止法）が施行されました。 

養介護施設（高齢者福祉施設や介護保険サービス事業所等）における 

高齢者虐待を防止するためには、施設等の管理者を先頭に、実際に高齢者 

の介護にあたる職員だけでなく、他の職員も含めた施設等全体での取組が 

重要です。 

組織運営 ●理念とその共有の問題 

介護理念や組織全体の方針がない 

理念を共有するための具体策がない 

●組織体制の問題 

責任や役割の不明確さ 

必要な組織がない・形骸化している 

職員教育のシステムがない 

●運営姿勢の問題 

情報公開に消極的 

効率優先 

家族との連携不足 

負担・ストレスと組織風土 

チームアプローチ 

倫理観とコンプライアン

ス（法令順守） 

ケアの質 

組織運営 ●理念とその共有の問題 

介護理念や組織全体の方針がない 

理念を共有するための具体策がない 

●組織体制の問題 

責任や役割の不明確さ 

必要な組織がない・形骸化している 

職員教育のシステムがない 

●運営姿勢の問題 

情報公開に消極的 

効率優先 

家族との連携不足 

負担・ストレスと組織風土 

チームアプローチ 

倫理観とコンプライアンス（法

令順守） 

ケアの質 

高齢者は、尊厳と安全の中で生活し、搾取及び身体的あるいは精神的虐待を受けな

いでいられるべきである。 
（平成３年 12月に国連総会で採択された「高齢者のための国連原則」より） 
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高齢者虐待とは 

高齢者（６５歳以上の者）に対して、養護者（高齢者を現に養護する家族、親族、同居人

など）や養介護施設従事者等（高齢者福祉施設や介護保険サービス事業所等の職員等）に

よる次のような行為を高齢者虐待といいます。（法第２条） 
※「法」とはいわゆる高齢者虐待防止法のことです。

■身体的虐待■

身体に外傷が生じ、又は生じるおそれ

がある暴行を加えること 

―たとえばー 

●たたく、つねる、食事を無理やり口に

入れる

●ベッドに縛り付ける など

■心理的虐待■

著しい暴言又は著しく拒絶的な対応

など著しい心理的外傷を与える言動

を行うこと 

―たとえばー 

●子ども扱いする、怒鳴る

●ののしる、悪口を言う

●意図的に無視する など

■介護･世話の放棄･放任■

高齢者を養護すべき職務上の義務を

著しく怠ること 

―たとえばー 

●衰弱させるほど水分や食事を与えない

●入浴をさせない、おむつを交換しない

など 

■性的虐待■

わいせつな行為をする、又はわいせつ

な行為をさせること 

―たとえばー 

●排せつの介助がしやすいとして下半身

を下着のままで放置する

●人前でおむつ交換をする など

■経済的虐待■

財産を不当に処分することなど高齢者

から不当に財産上の利益を得ること 

―たとえばー 

●本人の年金や預貯金を、本人に無断で

使う

●生活に必要なお金を渡さない など

虐待をしている自覚がないことや、

「本人のために」と思ってやってい

ることが虐待につながっているこ

ともあります。 

―たとえばー 

●徘徊するので部屋に閉じ込める

●失禁しないように、水分を与える

ことを控える など 

ＭＥＭＯ 
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身体拘束と高齢者虐待 

身体拘束は、原則としてすべて高齢者虐待に該当します。 

高齢者福祉施設等においては、利用者本人や他の利用者等の生命や身体を保護するための

緊急やむを得ない場合を除いて、身体拘束を行うことは禁止されています。 

（「市町村・都道府県における高齢者虐待への対応と養護者支援について」厚生労働省老健局 平成 18年４月より） 

施設や事業所に求められること 

・従事者等の研修を実施すること

・利用者や家族からの苦情処理体制を整備すること

・その他高齢者虐待の防止等のための措置を講じること が求められています。（法第 20 条） 

従事者等が行わなければならないこと 

高齢者虐待を発見しやすい立場にあることを自覚し、早期発見に努めなければなりません。

（法第５条第１項） 

自分が働く施設等で養介護施設従事者等による虐待を受けたと思われる高齢者を発見した

場合は、速やかに市町村に通報しなければなりません。（法第 21 条第１項） 

※ 通報を行うことは守秘義務違反にはあたりません。（法第 21 条第６項）

※ 通報したことによる不利益な取扱い(解雇、降格、減給など)は禁止されています。 

（法第 21 条第７項） 

 

・身体のあざや傷について、説明があいまいである

・寝具や衣服が汚れたままである

・居室が極めて非衛生的な状況になっている

・明らかに病気であるのに医師の診察を受けていない など

 

通報を受けた市町村は、事実確認を行い、県に報告するとともに、県や市町村は、立入検査、勧

告、改善命令など関係法令による権限を適切に行使して虐待の防止と高齢者の保護を図ります。

（通報の秘密は守られます。）（法第 22 条～第 24 条） 

 

・徘徊しないよう、車いすやベッドにひも等でしばる

・自分で降りられないよう、ベッドを柵(サイドレール)で囲む

・行動を落ち着かせるために､向精神薬を過剰に服用させる

・脱衣やおむつはずしを制限するために、介護衣(つなぎ服)を着せる など

● このような行為は身体拘束です ●

●  高齢者虐待のサインを見逃さない ● 

●市町村や県の対応 ● 
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高齢者福祉施設等から高齢者虐待をなくすために 

図のように、虐待が顕在化する前には、「不適切なケア」を底辺に、表面化していない虐

待やその周辺の「グレーゾーン」の行為が、連続的に存在しています。 

養介護施設等では、ささいな「不適切なケア」の存在が放置されると、それが蓄積され、

拡大されて、明らかな虐待につながっていくといえます。 

 

(｢施設･事業所における高齢者虐待防止学習テキスト｣社会福祉法人東北福祉会 認知症介護研究･研修仙台センターを参考に作成) 

「不適切なケア」の段階で、「虐待の芽」を摘む取り組みが大切です 

高齢者虐待・不適切なケアを防止するには 

組織運営の健全化 
・理念や方針を職員間で共有

・職員教育体制の整備
・第三者の視点で開かれた組織に

負担やストレス･組織風土の改善 
・柔軟な人員配置の検討

・職員のストレスの把握
・上司や先輩による声かけ、悩み相談

チームアプローチの充実
・リーダーの役割の明確化
・チームでの意思決定の仕組みの明確化

倫理観とコンプライアンスを 

高める教育の実施 
・「利用者本位」の大原則の確認 

・職業倫理・専門性に関する学習の徹底

・身体拘束を行わないケアや虐待を防止

する方法の学習
ケアの質の向上

・認知症に関する正しい理解

・アセスメントとその活用方法の実践的学習

・認知症ケアに関する知識の共有

発行 平成 27 年４月 福岡県保健医療介護部高齢者支援課・介護保険課 

（柴尾慶次氏(特別養護老人ホームフィオーレ南海施設長)が作成した資料(2003)をもとに作成）

顕在化した虐待

「緊急やむを得ない

場合」以外の

身体拘束

意図的な虐待で

あるが表面化して

いないもの

結果的に虐待を

行ってしまってい

るもの

「虐待である」との判断に

迷う「グレーゾーン」が「不

適切なケア」を底辺として

連続的に存在する

グ
レ
ー
ゾ
ー
ン

「虐待かもしれない！」と思ったら････ ひとりで悩まず 

市町村の担当窓口又は地域包括支援センターへご相談ください。 
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高齢者虐待防止・身体拘束廃止に関するホームページについて 

養介護施設（高齢者福祉施設や介護保険サービス事業所等）における高齢者虐待を防止するため

には、施設等の管理者を先頭に、実際に高齢者の介護にあたる職員だけでなく、他の職員も含めた

施設等全体での取組が必要です。 

令和３年４月１日より、指定居宅サービス等の人員、設備及び運営に関する基準等の一 

部を改正する省令が施行され、全ての介護サービス事業者を対象に、利用者の人権の擁 

護、虐待防止の観点から、虐待の発生又はその再発を防止するための委員会の開催、指針 

の整備、研修の実施、担当者を定めることが義務づけられました。 

特に、新規採用した職員については、虐待の定義や身体拘束に係る正しい知識を早期に習得させ

る必要があり、初任者研修において、身体拘束廃止に加えて、高齢者虐待防止についても十分な説

明を行う必要があります。 

下記ホームページは、厚生労働省や福岡県等のホームページになりますので、最新の情報を随時

確認し、事業所での対策に役立ててください。 

〇 高齢者虐待防止研修で役立つ資料等 

高齢者福祉施設等における虐待防止リーフレット（福岡県ホームページ） 

http://www.pref.fukuoka.lg.jp/contents/koureisyagyakutai-leaflet.html 

高齢者虐待等の学習支援情報（認知症介護情報ネットワークのホームページ） 

https://www.dcnet.gr.jp/support/ 

身体拘束ゼロの手引き（福岡県ホームページ） 

https://www.pref.fukuoka.lg.jp/contents/zerosengen.html 

〇高齢者虐待防止に係る調査、通知等 

高齢者虐待防止関連調査・資料（厚生労働省ホームページ） 

http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_koureisha/boushi

/index.html 

国通知・介護保険最新情報Vol.502（独立行政法人福祉医療機構ホームページ） 

https://www.wam.go.jp/gyoseiShiryou-files/resources/6934ac0a-4d87-4799-bbc5-

21fa8a34170c/介護保険最新情報Vol.502.pdf 
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② 宣言書の提出

③ポスターの送付・

県ホームページでの公表 

福岡県身体拘束ゼロ宣言について 

利用者のケアの質の向上を図ることを目的として事業所内での身体拘束ゼロに向けた

取組を行うことを宣言した介護保険事業所等を登録し、ポスターの配付や県ホームペー

ジでの公表等を行うことにより、現場の職員の意識高揚を図るとともに、身体拘束廃止

に向けた取組を行っている事業所であることを利用者、家族を含め県民に広く周知する

事業を行っています。 

詳しくは、下記のＵＲＬをご参照ください。 

ＵＲＬ：http://www.pref.fukuoka.lg.jp/contents/zerosengen.html 
（トップページ > 健康・福祉・子育て > 介護・高齢者福祉 > 介護施設・サービス事業所>

福岡県身体拘束ゼロ宣言を実施しています） 

【事業イメージ図、宣言書・ポスター様式のイメージ】 

県・政令市・ 

中核市等 

〈身体拘束ゼロ宣言書イメージ〉 〈ポスターイメージ〉 

① 事業の周知
介護サービス事業所 

県 
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口腔ケアについて 

事業所からの事故報告によると、例年、利用者の誤嚥事故が多く発生しています。誤嚥性肺炎を予防するた

めには、日常生活における口腔ケアが重要となります。 

 福岡県では、高齢者施設における専門的口腔ケアの定着を目的に、口腔ケア定着促進事業に取り組んでおり、

福岡県歯科医師会に委託して、施設職員に対する研修を実施しています。 

以下に口腔ケア関連のウェブサイトを紹介いたします。事業所での対策にお役立てください。 

○健康日本21アクション支援システム ～健康づくりサポートネット～ （ｅ-ヘルスネット）（厚生労働省）

https://kennet.mhlw.go.jp/information/information/teeth

○8020推進財団

https://www.8020zaidan.or.jp/index.html

○介護保険最新情報Vol.1344 口腔連携強化加算に係るリーフレットについて

  https://www.mhlw.go.jp/content/001373162.pdf 

○福岡県：「口腔衛生の管理」に係る説明動画及びテキストの作成について

https://www.pref.fukuoka.lg.jp/contents/koukuueisei-video.html

口腔衛生管理体制支援事業研修テキスト 
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医師・歯科医師・看護師等の免許を有さない者による医行為等について 

Ⅰ 医療機関以外の高齢者介護・障がい者介護の現場等において判断に疑義が生じることの多い行為で

あって原則として医行為ではないと考えられるもの。また、医療機関以外の介護現場で実践されるこ

との多いと考えられる行為であって、原則として医行為ではないと考えられるもの及び介護職員が

行うに当たっての患者や家族、医療従事者等との合意形成や協力に関する事項について 

項目 具体的行為 

1 体温の測定 水銀体温計・電子体温計により腋下で体温を計測すること 

耳式電子体温計により外耳道で体温を測定すること  

2 血圧の測定 自動血圧測定器により血圧を測定すること 

半自動血圧測定器（ポンプ式を含む。）を用いて血圧を測定すること 

3 動脈血酸素飽和度の

測定 

新生児以外の者であって入院治療の必要がないものに対して、動脈血酸素

飽和度を測定するため、パルスオキシメータを装着し、動脈血酸素飽和度

を確認すること。 

4 軽微な切り傷、擦り

傷、やけど等の処置 

専門的な判断や技術を必要としない処置をすること（汚物で汚れたガーゼ

の交換を含む。）  

5 服薬等介助関係 

皮膚への軟膏の塗布

（褥瘡の処置を除

く。）、皮膚への湿

布の貼付、点眼薬の

点眼、一包化された

内用薬の内服（舌下

錠の使用も含む）、

肛門からの坐薬挿入

又は鼻腔粘膜への薬

剤噴霧を介助するこ

と 

(1)患者の状態が以下の3条件を満たしていることを医師、歯科医師又は看

護職員が確認している 

① 患者が入院・入所して治療する必要がなく容態が安定していること

② 副作用の危険性や投薬量の調整等のため、医師又は看護職員による連

続的な容態の経過観察が必要である場合ではないこと

③ 内用薬については誤嚥の可能性、坐薬については肛門からの出血の可

能性など、当該医薬品の使用の方法そのものについて専門的な配慮が必要

な場合ではないこと

(2)医師、歯科医師又は看護職員の免許を有しない者による医薬品の使用

の介助ができることを本人又は家族に伝えている

(3)事前の本人又は家族の具体的な依頼に基づき、医師の処方を受け、あ

らかじめ薬袋等により患者ごとに区分し授与された医薬品について、医師

又は歯科医師の処方及び薬剤師の服薬指導がある

(4)看護職員の保健指導・助言を遵守した医薬品の使用を介助すること。

具体的には、水虫や爪白癬にり患した爪への軟膏又は外用液の塗布（褥瘡

の処置を除く。）、吸入薬の吸入及び分包された液剤の内服介助するこ

と。

6 服薬準備等関係 医師、看護師等の免許を有しない者によるいわゆる湿布の貼付（鎮痛・消

炎に係る効能・効果を有する貼付剤（麻薬若しくは向精神薬であるもの又

はステロイド外用剤等専ら皮膚疾患に用いるものを除く。））又はその他

の医薬品の使用の介助ができることを医師、歯科医師又は看護職員が本人

又は家族等に伝えている場合に、事前の本人又は家族等の具体的な依頼に

基づき、医師の処方を受け、あらかじめ薬袋等により患者ごとに区分し授

与された医薬品について、医師又は歯科医師の処方及び薬剤師の服薬指導

の上、看護職員の保健指導・助言を遵守したいわゆる湿布の貼付又はその

他の医薬品の使用の介助をすること。  

具体的には、お薬カレンダーへ一包化された等の医薬品をセットするこ

と、服薬の直前にPTPシートから薬剤を取り出すこと（PTPシートをハサ

ミなどで１つずつに切り離さないよう留意すること）、専門的な管理が必

61



要無いことを医師若しくは看護職員が確認した皮膚に、いわゆる湿布を貼

付すること。 

7 爪の処置 爪そのものに異常がなく、爪の周囲の皮膚にも化膿や炎症がなく、か

つ、糖尿病等の疾患に伴う専門的な管理が必要でない場合に、その爪を

爪切りで切ること及び爪ヤスリでやすりがけすること 

8 口腔の処置 重度の歯周病等がない場合の日常的な口腔内の刷掃・清拭において、歯

ブラシや綿棒又は巻き綿子などを用いて、歯、口腔粘膜、舌に付着して

いる汚れを取り除き、清潔にすること  

9 耳垢の処置 耳垢を除去すること（耳垢塞栓の除去を除く） 

10 ストマ装置の処置 ストマ装具のパウチにたまった排泄物を捨てること。（肌に接着したパ

ウチの取り替えを除く。） 

11 自己導尿の補助 自己導尿を補助するため、カテーテルの準備、体位の保持などを行うこ

と 

12 浣腸 市販のディスポーザブルグリセリン浣腸器（※）を用いて浣腸すること 

※ 挿入部の長さが5から6cm程度以内、グリセリン濃度50％、成人用の

場合で40ｇ程度以下、6歳から12歳未満の小児用の場合で20ｇ程度以

下、1歳から6歳未満の幼児用の場合で10ｇ程度以下の容量のもの

13 在宅介護等の介護現

場におけるインスリ

ンの投与の準備・片

付け 

（1）あらかじめ医師から指示されたタイミングでの実施の声かけ、見守

り、未使用の注射器等の患者への手渡し、使い終わった注射器の片付け

（注射器の針を抜き、処分する行為を除く。）及び記録を行うこと。 

（2）患者が血糖測定及び血糖値の確認を行った後に、介護職員が、当該

血糖値があらかじめ医師から指示されたインスリン注射器を実施する血

糖値の範囲と合致しているかを確認すること。 

（3）患者が準備したインスリン注射器の目盛りが、あらかじめ医師から

指示されたインスリンの単位数と合っているかを読み取ること。 

14 血糖測定 患者への持続血糖測定器のセンサーの貼付や当該測定器の測定値の読み

取りといった、血糖値の確認を行うこと。 

15 経管栄養 （1）皮膚に発赤等がなく、身体へのテープ貼付に当たって専門的な管理

を必要としない患者について、既に患者の身体に留置されている経鼻胃

管栄養チューブを留めているテープが外れた場合や、汚染した場合に、

あらかじめ明示された貼付位置に再度貼付を行うこと。 

（2）経管栄養の準備（栄養等を注入する行為を除く。）及び片付け（栄

養等の注入を停止する行為を除く。）を行うこと。なお、以下の3点につ

いては、医師又は看護職員が行うこと。

①鼻から経管栄養の場合に、既に留置されている栄養チューブが胃に挿

入されているかを確認すること。

②胃ろう・腸ろうによる経管栄養の場合に、び爛や肉芽など胃ろう・腸

ろうの状態に問題がないことを確認すること。

③胃・腸の内容物をチューブから注射器でひいて、性状と量から胃や腸

の状態を確認し、注入内容と量を予定通りとするかどうかを判断するこ

と。 

16 喀痰吸引 吸入器に溜まった汚水の廃棄や吸入器に入れる水の補充、吸入チューブ

内を洗浄する目的で使用する水の補充を行うこと。 

17 在宅酸素療法 （1）在宅酸素療法を実施しており、患者が援助を必要としている場合で

あって、患者が酸素マスクや経鼻カニューレを装着していない状況下に
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おける、あらかじめ医師から指示された酸素流量の設定、酸素を流入し

ていない状況下における、酸素マスクや経鼻カニューレの装着等の準備

や、酸素離脱後の片付けを行うこと。ただし、酸素吸入の開始（流入が

開始している酸素マスクや経鼻カニューレの装着を含む。）や停止（吸

入中の酸素マスクや経鼻カニューレの除去を含む。）は、医師、看護職

員又は患者本人が行うこと。 

（2）在宅酸素療法を実施するに当たって、酸素供給装置の加湿瓶の蒸留

水を交換する、機器の拭き取りを行う等の機械の使用に係る環境の整備

を行うこと。 

（3）在宅人工呼吸器を使用している患者の体位変換を行う場合に、医師

又は看護職員の立会いの下で、人工呼吸器の位置の変更を行うこと。 

18 膀胱留置カテーテル （1）膀胱留置カテーテルの畜尿バックからの尿廃棄（DIBキャップの開閉

を含む。）を行うこと。 

（2）膀胱留置カテーテルの畜尿バックの尿量及び尿の色の確認を行うこ

と。 

（3）膀胱留置カテーテル等に接続されているチューブを留めているテー

プが外れた場合に、あらかじめ明示された貼付位置に再度貼付を行うこ

と。 

（4）専門的管理が必要無いことを医師又は看護職員が確認した場合の、

膀胱留置カテーテルを挿入している患者の陰部洗浄を行うこと。 

19 蓄尿バッグ交換等関

係 

医師又は看護職員の立会いの下で安全に行えることを事前に確認された

実施者が、蓄尿バッグの破損等尿漏れを確認した際や、蓄尿バッグが膀

胱留置カテーテルから外れた際に、膀胱留置カテーテルと未開封・未使

用の蓄尿バッグを接続すること。 

20 食事介助 食事（とろみ食を含む。）の介助を行うこと。 

21 その他 有床義歯（入れ歯）の着脱及び洗浄を行うこと。 

＜参考＞ 

・「医師法第 17 条、歯科医師法第 17 条及び保健師助産師看護師法第 31 条の解釈について（通知）」 

厚生労働省医政局長通知（平成 17 年 7 月 26 日付 医政発第 0726005 号）

・「医師法第 17 条、歯科医師法第 17 条及び保健師助産師看護師報第 31 条の解釈について（その２）」

厚生労働省医政局長通知（令和 4 年 12 月 1 日付 医政発 1201 第 4 号）

・「医師法第 17 条、歯科医師法第 17 条及び保健師助産師看護師法第 31 条の解釈について（その３）」

厚生労働省医政局長通知（令和 7 年 12 月 26 日付 医政発 1226 第 12 号）

・令和６年度老人保健健康増進等事業「原則として医行為ではない行為に関するガイドライン」（株式会社

日本経済研究所）

掲載先：https://www.jeri.co.jp/report/elderlyhealth-r6
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介護職員等による喀痰吸引等の実施について

平成 24年度の社会福祉士及び介護福祉士法の改正により、平成 28年度以降の

介護福祉士国家試験合格者及びそれ以外の研修を受けた介護職員等(ホームヘル

パー等の介護職員、前記以外の介護福祉士、特別支援学校教員等)は、一定の条件

の下で、喀痰吸引等の実施が可能となりました。 

なお、用語の定義として、介護福祉士（平成 28 年度以降の合格者に限る。）で

あって実地研修を修了した者が実施できる行為を「喀痰吸引等」といい、都道府

県又は登録研修機関が実施する喀痰吸引等研修を修了し、都道府県知事から認定

特定行為業務従事者認定証を交付された介護職員等により実施できる行為を「特

定行為」といいます。（実施できる行為の内容は同じです） 

○喀痰吸引等（特定行為）の種類

（１） 口腔内の喀痰吸引

（２） 鼻腔内の喀痰吸引

（３） 気管カニューレ内部の喀痰吸引

（４） 胃ろう又は腸ろうによる経管栄養

（５） 経鼻経管栄養

１ 老人福祉法・介護保険法に基づく事業所で喀痰吸引等（特定行為）を実施するた

めには 

  喀痰吸引等（特定行為）を実施できる介護福祉士又は認定特定行為業務従事者認

定証を交付された介護職員等（以下、「認定特定行為業務従事者」という。）が所属

しており、医療や看護との連携による安全確保が図られていること等の一定の条件

を満たしているとして、その事業所ごと・事業種別ごとに、「登録喀痰吸引等事業者

（登録特定行為事業者）」の登録を受ける必要があります。 

○登録喀痰吸引等事業者（登録特定行為事業者）の登録

喀痰吸引等（特定行為）業務を開始しようとする３０日前までに、申請書に関係

書類を添えて、県に登録の申請をしてください。要件に全てに適合していると認め

られる場合、登録を行った旨を通知します。 

登録申請時に提出した介護福祉士・認定特定行為業務従事者名簿に変更が生じた

場合は、変更の日から３０日以内に変更の届出をしてください。 

登録申請に必要な書類は、県ホームページに掲載しています。 

トップページ＞テーマから探す＞健康・福祉・子育て＞介護・高齢者福祉＞介

護職員・介護支援専門員＞「喀痰吸引等事業者（特定行為事業者）の登録申請

等」 

  なお、登録喀痰吸引等事業者にあっては、介護福祉士が基本研修又は医療的ケア

を修了している場合であって、実地研修を修了していない場合には、当該事業所に

おいて、その介護福祉士に対して実地研修を行う必要があります。 
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２ 介護福祉士・介護職員等が喀痰吸引等（特定行為）を実施するには 

○介護福祉士

基本研修または医療的ケアを修了している介護福祉士が喀痰吸引等を実施する

ためには、登録喀痰吸引等事業者または登録研修機関で実地研修を修了し、実施で

きる喀痰吸引等が付記された介護福祉士登録証の交付を受ける必要があります。 

 介護福祉士登録証に実施できる喀痰吸引等の行為を記載する手続きについては、

「公益財団法人社会福祉振興・試験センター」のホームページでご確認ください。 

○認定特定行為業務従事者

介護職員等が喀痰吸引等の行為を実施するためには、喀痰吸引等を行うのに必要

な知識及び技能を修得するための研修（喀痰吸引等研修）を修了し、県から認定特

定行為業務従事者認定証の交付を受ける必要があります。 

交付申請を受け付けた日から３０日以内に認定証を交付しますので、交付日以降、

実施することができます。 

認定証の交付申請に必要な書類は、県ホームページに掲載しています。 

トップページ＞テーマから探す＞健康・福祉・子育て＞介護・高齢者福祉＞介

護職員・介護支援専門員＞「介護職員が喀痰吸引等を実施するためには（認定

特定行為業務従事者認定証の交付申請等）」 

３ 喀痰吸引等研修 

喀痰吸引等研修には、次の研修課程があり、登録研修機関で受講することができ

ます。 

第１号研修：喀痰吸引及び経管栄養のすべて（不特定多数の者対象） 

第２号研修：喀痰吸引及び経管栄養のうち任意の行為（不特定多数の者対象） 

第３号研修：各喀痰吸引等の個別の行為（特定の者対象） 

なお、登録喀痰吸引等事業者において介護福祉士に対し実地研修を行う場合の実

地研修指導講師※になるための研修（講師養成課程）については、県が実施していま

す。 

※医療従事者に限定されています。

○登録研修機関

県内の登録研修機関の名簿は、県ホームページに掲載しています。

トップページ＞テーマから探す＞健康・福祉・子育て＞介護・高齢者福祉＞介

護職員・介護支援専門員＞「介護職員が喀痰吸引等を実施するためには（認定

特定行為業務従事者認定証の交付申請等）」 

または 

トップページ＞テーマから探す＞健康・福祉・子育て＞介護・高齢者福祉＞介

護職員・介護支援専門員＞「（喀痰吸引等研修）登録研修機関の登録申請等」

○講師養成課程

今年度の実施について詳細が決定次第、県ホームページに掲載します。
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防災計画の策定・見直しについて 

Ⅰ 防災計画の策定・見直し及び被災状況報告について 

１ 防災計画策定の義務 

高齢者福祉施設等の基準においては、「非常災害に関する具体的計画を立て、非常災害時の関

係機関への通報及び連携体制を整備し、それらを定期的に従業者に周知するとともに、定期的に

避難、救出その他必要な訓練を行わなければならない」とされています。 

各施設等において防災計画（非常災害対策計画）を作成することが義務付けられているのです。 

２ 福岡県高齢者福祉施設等防災計画策定マニュアル 

平成２４年３月に福岡県で作成した「高齢者福祉施設等防災計画策定マニュアル」（以下「マ

ニュアル」という。）は、高齢者福祉施設等が防災計画を策定する際に、参考としていただくた

めのものです。本書を参考としながら、施設の種類、規模、立地条件等それぞれの施設の特性に

応じた防災計画（非常災害対策計画）となるように作成又は見直しを行ってください。

また、地震についても、具体的な防災計画の作成に努めてください。 

３ 防災計画（非常災害対策計画）の策定・見直しに関する留意点 

（１） 防災計画（非常災害対策計画）の作成又は見直しに当たっては、誰もがすぐに分かるように

簡潔かつ具体的な内容とし、意思の疎通を図る意味でも職員みんなで作成しましょう。施設の

立地条件や入所者等の特性に応じた対策とするとともに、マニュアルのチェックリストを活用

して、必要な事項等が盛り込まれているかどうか、十分検討してください。

（２） 検討・点検項目

① 水害・土砂災害を含む地域の実情に応じた防災計画（非常災害対策計画）が策定されている

か。

② 防災計画（非常災害対策計画）に次の項目がそれぞれ含まれているか。

（イ）介護保険施設等の立地条件 （ロ）災害に関する情報の入手方法

（ハ）災害時の連絡先及び通信手段の確認 （ニ）避難を開始する時期、判断基準

（ホ）避難場所 （ヘ）避難経路 （ト）避難方法 （チ）災害時の人員体制、指揮系統

（リ）関係機関との連絡体制
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４ 防災訓練（避難訓練）の実施 

（１） たとえ立派な防災計画（非常災害対策計画）を立てても、普段から行っていないことは、

緊急時にもできません。定期的に、様々な災害状況を想定して、防災計画（非常災害対策計

画）に基づいて、実効性のある防災訓練（避難訓練）を実施しましょう。

（２） 防災訓練（避難訓練）についての点検項目

・水害・土砂災害の場合を含む地域の実情に応じた災害に係る避難訓練が実施されたか。

５ 防災計画（非常災害対策計画）の見直し 

防災訓練（避難訓練）を実施した結果や防災教育等で培った知識、情報等を踏まえ、随時、防

災計画（非常災害対策計画）の見直しを行い、実効性のある計画となるようにしましょう。 

【参考となる通知・資料】 

※マニュアル及び参考となる通知・資料は、県ホームページに掲載しています。

https://www.pref.fukuoka.lg.jp/contents/bousaimanual.html

６ 社会福祉施設等における災害時に備えたライフライン等の点検について 

社会福祉施設等においては、ライフライン等が長期間寸断され、サービスの維持が困難とな

った場合、利用者の生命・身体に著しい影響を及ぼすおそれがあります。そのため、平時から

災害時にあってもサービス提供が維持できるよう、必要な対策を講じる必要があります。 

特に近年、大規模な豪雨災害が発生していることから、非常用電源設備の設置や浸水対策

（設置場所の見直しや防水扉の整備など）を十分に検討してください。 

【参考となる通知・資料】

７ 被災した場合について 

災害により被災した場合には、適切な対応を行われるとともに、下記のＵＲＬの介護サービ

ス情報報告システムにより報告していただき、報告した内容を直ちに所在地の保険者等に FAX

等で報告してください。

※介護サービス情報報告システム

https://www.kaigokensaku.mhlw.go.jp/houkoku/40/

※介護サービス情報報告システム（被災情報報告編）のマニュアルについて

https://www.kaigokensaku.mhlw.go.jp/houkoku/40/?action_houkoku_static_help=true

※ 県所管の事業所の報告先は以下のとおりとなります。

○ 指定居宅サービス事業所等

・システムによる報告→所在地の保険者に報告内容を FAX 等で連絡

○ 高齢者福祉施設等

・システムによる報告→管轄の保健福祉（環境）事務所に報告内容を FAX 等で連絡
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〇 有料老人ホーム等 

・システムによる報告

Ⅱ 業務継続計画（ＢＣＰ）の作成について 

 感染症や災害が発生した場合であっても、必要な介護サービスが継続的に提供できる体制を構

築する観点から、令和３年度の介護報酬改定で、全ての介護サービス事業者を対象に、業務継続

に向けた計画等の策定、研修の実施、訓練（シミュレーション）の実施等が義務付けられまし

た。 

 作成について、厚生労働省のホームページに「介護施設・事業所における業務継続計画（ＢＣ

Ｐ）作成支援に関する研修」として、感染症、災害のそれぞれについて作成を支援するためのガ

イドラインやサービス種別ごとの計画書のひな型、業務継続計画（ＢＣＰ）についての研修動画

が掲載されています。

各施設・事業所で作成、研修の参考としてください。 

※介護施設・事業所における業務継続計画（ＢＣＰ）作成支援に関する研修

（ガイドライン及びひな形の掲載 URL）

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_koureisha/

douga_00002.html

Ⅲ 避難確保計画の作成について 

１ 避難確保計画作成義務について 
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 「水防法等の一部を改正する法律」が平成 29 年 5月 19 日に交付されたことにより、浸水想

定区域や土砂災害警戒区域の要配慮者利用施設※の管理者等は、避難確保計画の策定・避難訓

練の実施が義務となります。 

※ 社会福祉施設、学校、医療施設その他の主として防災上の配慮を要する方々が利用する

施設であり、市町村地域防災計画により定められることとなっています。

２ 市町村への報告について 

 避難確保計画を策定・変更したときは、遅滞なくその計画を市町村長へ報告する必要があり

ます。また、避難訓練の実施状況について，市町村へ報告する必要があります。 

３ 避難確保計画作成の手引きについて 

 作成について、国土交通省のホームページに「要配慮者利用施設の浸水対策」として、計画

を作成するための手引き、計画書のひな型、研修動画が掲載されています。 

各施設・事業所で作成、研修の参考としてください。 

※要配慮者利用施設の浸水対策

https://www.mlit.go.jp/river/bousai/main/saigai/jouhou/jieisuibou/bousai-

gensaisuibou02.html

Ⅳ 参考資料等について 

１ 防災用語ウェブサイト（国土交通省） 

水害・土砂災害の危険が高まった際に、行政機関から発表される防災情報や用語を、メディ

アなどから住民に伝えていただく際に参考としていただくための、ポイントや留意点をまとめ

てあります。

本サイトでは、防災情報が住民の適切な避難行動につながるよう、防災情報が発表されたと

きにとるべき行動、情報を報道、伝達する際の留意点を中心に、報道・伝達にそのままお使い

いただける、簡潔で分かりやすい言葉で説明されています。 

２ ハザードマップポータルサイト（国土交通省） 

各市町村が作成したハザードマップの閲覧や洪水・土砂災害・高潮・津波のリスク情報、道

路防災情報、土地の特徴・成り立ちなどを地図や写真に自由に重ねて表示できるようになって

います。 

３ 防災ポータル（国土交通省） 

防災情報が取りまとめられています。 

※防災用語ウェブサイト（水害・土砂災害）

https://www.river.go.jp/kawabou/glossary/pc/top

※要配慮者利用施設の浸水対策

https://www.mlit.go.jp/river/bousai/main/saigai/jouhou/jieisuibou/bousai-

gensai-suibou02.html

※ハザードマップポータルサイト

https://disaportal.gsi.go.jp

※防災ポータル

https://www.mlit.go.jp/river/bousai/bousai-portal/index.html
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防犯対策について

②地域や保護者及び関係機関との
ネットワークづくり

①施設来訪者のチェック！

高齢者施設及び介護サービス事業所の皆さまへ

～　安全・安心を確保するための防犯対策　～

③ハード対策による監視性・領域性の強化

犯罪を抑止していくためのポイント

○第三者に目撃されるという抑止力（監視性の確保）

○地域の共同意識の向上（領域性の強化）

２つのポイントを踏まえて犯罪抑止 ⇒ 防犯マニュアルの作成を

防犯カメラ作動中の表示や外周を撮影

する防犯カメラの設置が効果的です。

施設の警報装置や消火器などの防犯

設備・装備を日頃から点検しよう。

受付の表示や入所者等との区別を明確

にしよう（案内看板・誘導線の設置・来訪

者カード）。

地域や保護者及び関係機関（警察・自治

体）との連携づくりを心掛けよう。

不自然な場所への立入者には声かけを！ 地域の行事などへの積極的な参加を！

防犯カメラの活用を！ 防犯設備・防犯装備の再点検を！
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外部評価について 

 

１ 概要 

（１）外部評価とは 

サービスの改善及び質の向上を目的として、各事業所が自ら提供するサービスについて行った評

価・点検（自己評価）の結果について、運営推進会議等において第三者の観点からサービスの評価を

行うもの。 

（２）対象サービス 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護、小規模多機能居宅介護、（介護予防）認知症対応型共同生活介

護、看護小規模多機能居宅介護 

（３）実施頻度 

原則として少なくとも年に１回 

＜参考＞ 

サービス種別 実施方法 規定 

定期巡回・随時対応型 

訪問介護看護 

介護・医療連携 

推進会議 

６月に１回以上開催し、１年に１回以上は自己評価

及び外部評価を実施すること。 

小規模多機能居宅介護 運営推進会議 
２月に１回以上開催し、１年に１回以上は自己評価

及び外部評価を実施すること。 

（介護予防）認知症 

対応型共同生活介護 

※いずれかの方法を選択 

運営推進会議 
２月に１回以上開催し、１年に１回以上は自己評価

及び外部評価を実施すること。 

外部評価機関 
都道府県が指定する外部評価機関によるサービスの

評価を受け、結果を公表すること。 

看護小規模多機能 

居宅介護 
運営推進会議 

２月に１回以上開催し、１年に１回以上は自己評価

及び外部評価を実施すること。 

（４）結果の公表 

評価の結果は、利用者及びその家族に対して手交若しくは送付するとともに、「介護サービスの情報

公表制度」に基づく介護サービス情報公表システムへの掲載、法人のホームページへの掲載、独立行

政法人福祉医療機構が運営する「福祉医療情報ネットワークシステム（ＷＡＭＮＥＴ）」の利用又は事

業所内の見やすい場所への掲示などの方法により公表すること。 

（５）参考通知 

・「指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準」第97条第８項等に規定する自

己評価・外部評価の実施等について（平成18年10月17日老計発第1017001号） 

・指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準第３条の37第１項に定める介護・

医療連携推進会議、第34条第１項（第88条、第108条及び第182条において準用する場合に限る。）

に規定する運営推進会議を活用した評価の実施等について（平成27年３月27日老振発0327第４号・

老老発0327第１号）  
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２ 外部評価機関による外部評価の実施について 

（１）手続き 

（介護予防）認知症対応型共同生活介護事業者は、県が選定した外部評価機関に申込みをし、契約

後、外部評価機関に対して評価手数料を支払います。 

外部評価機関は、実施要領及び結んだ契約に基づいて外部評価を行います。 

（２）外部評価機関 

外部評価機関名 所在地 連絡先 

社会福祉法人福岡県社会福祉協議会 春日市原町３丁目１番地７ 092-584-3610 

公益社団法人福岡県介護福祉士会 
福岡市博多区博多駅東１丁目１番16号 

第２高田ビル２階 
092-474-7015 

一般財団法人福祉サービス評価機構 
福岡市中央区薬院４丁目３番７号 

フローラ薬院２階 
092-534-5600 

特定非営利活動法人 

北九州シーダブル協会 
北九州市小倉北区真鶴２丁目５番27号 093-582-0294 

特定非営利活動法人 

ヘルスアンドライツサポートうりずん 

直方市知古１丁目６番48号 

日野ビル１階 
0949-28-2237 

株式会社アーバン・マトリックス 

福祉評価センター 
北九州市戸畑区境川１丁目７番６号 093-883-0876 

株式会社アール・ツーエス 
福岡市南区井尻４丁目２番１号 

関ビル１階 
092-589-5680 

※手数料については、各機関へお尋ねください。 

（３）評価結果の公表 

・評価機関は、外部評価の結果を「独立行政法人 福祉医療機構」が運営する「ＷＡＭＮＥＴ（福祉・

保健・医療情報ネットワーク）」に掲載します。 

・（介護予防）認知症対応型共同生活介護事業者は、次のとおり評価結果を公表します。 

① 指定を受けた市町村に評価結果を提出する 

② 利用申込み者に対して、外部評価の結果を重要事項説明書に添付して説明するとともに、事業所

の見やすい場所に掲示する 

③ 事業者が自ら設置する運営推進会議において評価結果について説明する 

（４）評価の免除 

５年間継続して外部評価を実施している事業所であって、次の①から④までの要件を全て満たし、

実施の免除を申請したものは、次年度の外部評価を実施しなくてよいこととされています。なお、外

部評価の実施が必要な年度に、運営推進会議を活用した評価を行っている事業所は、免除の対象外で

す。 

免除の申請の方法や期限については、別途通知します。 
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＜要件＞ 

① 自己評価・外部評価結果及び目標達成計画を保険者に提出していること。 

② 運営推進会議が、過去１年間に６回以上開催されていること。 

③ 運営推進会議に、事業所所在地の保険者の職員又は地域包括支援センターの職員が必ず出席して

いること。 

④ 自己評価・外部評価結果のうち、外部評価項目の２、３、４、７の実践状況（外部評価）が適切

であること。 

※ ④の外部評価項目について 

２：事業所と地域とのつきあい 

３：運営推進会議を活かした取組み 

４：市町村との連携 

７：運営に関する利用者、家族等意見の反映 
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代表者・管理者・計画作成担当者が受講すべき研修について 

 

 
小規模多機能型 

居宅介護 

看護小規模 

多機能型居宅介護 

認知症対応型 

共同生活介護 

(ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ) 

認知症対応型 

通所介護 
免除について 

代
表
者 

条例第 43条 条例第 90条 条例第 54条 
 

グループホーム開設予定

者研修修了者、平成 17 

年度までの実践者研修又

は実践リーダー研修、認

知症介護指導者養成研修

修了者 

管
理
者 

条例第 42条３項 条例第 89条 条例第 53条２項 条例第 31条２項 

平成 17 年度までに実践

者研修やグループホーム

管理者研修を受講し、特

養・グループホーム・デ

イサービスセンター等施

設の管理者として従事し

ている者 

計
画
作
成
担
当
者 

規則第 55条 11項 規則第 138条９項 規則第 77条６項 
  

 

※ グループホームにおいて、短期利用共同生活介護サービスを実施するためには、実務者研修（専門課

程）、実践リーダー研修、認知症介護指導者養成研修のいずれかを修了している職員が配置されている

ことが必要です。 

※ 平成 16年度までの認知症介護実務者研修基礎課程修了者は、認知症介護実践研修の実践者研修を、認

知症介護実務者研修専門課程修了者は、認知症介護実践研修の実践者研修・実践リーダー研修をそれぞ

れ修了したものと見なします。 

 

  

① 認知症対応型サービス事業開設者研修 

② 認知症介護実践研修（実践者） 

③ 認知症対応型サービス事業管理者研修 

④ 小規模多機能型サービス等 

計画作成担当者研修 

 

② 認知症介護実践研修（実践者） 

②の修了が 

③の受講要件 

 

②の修了が 

④の受講要件 
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○ 代表者 

・小規模多機能型居宅介護・グループホーム 

介護保険事業所・施設等の従業者、訪問介護員等として認知症高齢者の介護に従事した経験若しくは

保健医療若しくは福祉サービスの経営に携わった経験があり、①の研修修了者。 

・看護小規模多機能型居宅介護 

介護保険事業所・施設等の従業者、訪問介護員等として認知症高齢者の介護に従事した経験若しくは

保健医療若しくは福祉サービスの経営に携わった経験があり、①の研修修了者又は保健師若しくは看護

師。 

 

○ 管理者 

・小規模多機能型居宅介護・グループホーム 

３年以上の認知症高齢者の介護に従事した実務経験があり、かつ、②・③の研修修了者。 

・看護小規模多機能型居宅介護 

３年以上の認知症高齢者の介護に従事した実務経験があり、かつ、②・③の研修修了者又は保健師若

しくは看護師。 

・認知症対応型通所介護 

介護を提供するために必要な知識及び経験を有する者であり、かつ、②・③の研修修了者。 

 

○ 計画作成担当者 

・小規模多機能型居宅介護・看護小規模多機能型居宅介護 

介護支援専門員かつ②・④の研修修了者。 

・グループホームの計画作成担当者 

介護支援専門員（２ユニット以上の場合、１名以上）かつ②の研修修了者。 
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○月額包括報酬の日割り請求にかかる適用については以下のとおり。

・以下の対象事由に該当する場合、日割りで算定する。該当しない場合は、月額包括報酬で算定する。
・日割りの算定方法については、実際に利用した日数にかかわらず、サービス算定対象期間（※）に応じた

日数による日割りとする。具体的には、用意された日額のサービスコードの単位数に、サービス算定対象
日数を乗じて単位数を算定する。
※サービス算定対象期間：月の途中に開始した場合は、起算日から月末までの期間。

　月の途中に終了した場合は、月初から起算日までの期間。

＜対象事由と起算日＞

月額報酬対象サービス 起算日※２

・区分変更（要支援Ⅰ⇔要支援Ⅱ） 変更日

・区分変更（要介護→要支援）
・サービス事業所の変更（同一サービス種類のみ）（※１）
・事業開始（指定有効期間開始）
・事業所指定効力停止の解除

契約日

・介護予防特定施設入居者生活介護又は介護予防認知
症対応型共同生活介護の退居（※１）

退居日の翌日

・介護予防小規模多機能型居宅介護の契約解除（※１） 契約解除日の翌日

・介護予防短期入所生活介護又は介護予防短期入所療
養介護の退所（※１）

退所日の翌日

・公費適用の有効期間開始 開始日

・生保単独から生保併用への変更
（６５歳になって被保険者資格を取得した場合）

資格取得日

・区分変更（要支援Ⅰ⇔要支援Ⅱ） 変更日

・区分変更（要支援→要介護）
・サービス事業所の変更（同一サービス種類のみ）（※１）
・事業廃止（指定有効期間満了）
・事業所指定効力停止の開始

契約解除日

（廃止・満了日）
（開始日）

・介護予防特定施設入居者生活介護又は介護予防認知
症対応型共同生活介護の入居　（※１）

入居日の前日

・介護予防小規模多機能型居宅介護の利用者の登録開
始　（※１）

サービス提供日（通い、
訪問又は宿泊）の前日

・介護予防短期入所生活介護又は介護予防短期入所療
養介護の入所（※１）

入所日の前日

・公費適用の有効期間終了 終了日

開
始

終
了

介護予防通所リハ
（介護予防特定施設入
居者生活介護における
外部サービス利用型を
含む）

月途中の事由

Ⅰ－資料９
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月額報酬対象サービス 起算日※２月途中の事由

・区分変更（要介護１～要介護５の間、要支援Ⅰ⇔要支援
Ⅱ）

変更日

・区分変更（要介護⇔要支援）
・サービス事業所の変更（同一サービス種類のみ）
・事業開始（指定有効期間開始）
・事業所指定効力停止の解除
・受給資格取得
・転入
・利用者の登録開始（前月以前から継続している場合を除
く）

サービス提供日
（通い、訪問又は宿泊）

・公費適用の有効期間開始 開始日

・生保単独から生保併用への変更
（６５歳になって被保険者資格を取得した場合）

資格取得日

・区分変更（要介護１～要介護５の間、要支援Ⅰ⇔要支援
Ⅱ）

変更日

・区分変更（要介護⇔要支援）
・サービス事業所の変更（同一サービス種類のみ）
・事業廃止（指定有効期間満了）
・事業所指定効力停止の開始
・受給資格喪失
・転出
・利用者との契約解除

契約解除日

（廃止・満了日）
（開始日）
（喪失日）
（転出日）

・公費適用の有効期間終了 終了日

・サービス事業所の変更（同一サービス種類のみ）（※１）
・事業所指定効力停止の解除
・利用者の登録開始（前月以前から継続している場合を除
く）

契約日

・公費適用の有効期間開始 開始日

・生保単独から生保併用への変更
（６５歳になって被保険者資格を取得した場合）

資格取得日

・サービス事業所の変更（同一サービス種類のみ）（※１）
・事業所指定有効期間満了
・事業所指定効力停止の開始
・利用者との契約解除

契約解除日
（満了日）
（開始日）

・公費適用の有効期間終了 終了日

開
始

終
了

小規模多機能型居宅介護
介護予防小規模多機能
型居宅介護
複合型サービス（看護小規
模多機能型居宅介護）

夜間対応型訪問介護
地域密着型通所介護（療養
通所介護）

開
始

終
了
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月額報酬対象サービス 起算日※２月途中の事由

・区分変更（要介護１～５の間） 変更日

・区分変更（要支援→要介護）
・サービス事業所の変更（同一サービス種類のみ）（※１）
・事業開始（指定有効期間開始）
・事業所指定効力停止の解除
・利用者の登録開始（前月以前から継続している場合を除
く）

契約日

・短期入所生活介護又は短期入所療養介護の退所（※１）
・小規模多機能型居宅介護（短期利用型）、認知症対応型
共同生活介護（短期利用型）、特定施設入居者生活介護
（短期利用型）又は地域密着型特定施設入居者生活介
護、複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護・短
期利用型）の退居（※１）

退所日の翌日
退居日の翌日

・医療保険の訪問看護の給付対象となった期間
（ただし、特別訪問看護指示書の場合を除く）

給付終了日の翌日

・公費適用の有効期間開始 開始日

・生保単独から生保併用への変更
（６５歳になって被保険者資格を取得した場合）

資格取得日

・区分変更（要介護１～５の間） 変更日

・区分変更（要介護→要支援）
・サービス事業所の変更（同一サービス種類のみ（※１）
・事業廃止（指定有効期間満了）
・事業所指定効力停止の開始
・利用者との契約解除

契約解除日

（満了日）
（開始日）

・短期入所生活介護又は短期入所療養介護の入所（※１）
・小規模多機能型居宅介護（短期利用型）、認知症対応型
共同生活介護（短期利用型）、特定施設入居者生活介護
（短期利用型）又は地域密着型特定施設入居者生活介
護、複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護・短
期利用型）の入居（※１）

入所日の前日
入居日の前日

・医療保険の訪問看護の給付対象となった期間
（ただし、特別訪問看護指示書の場合を除く）

給付開始日の前日

・公費適用の有効期間終了 終了日

訪問看護（定期巡回・随時
対応型訪問介護看護事業
所と連携して訪問看護を行
う場合）

終
了

開
始
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月額報酬対象サービス 起算日※２月途中の事由

・区分変更（要介護１～５の間） 変更日

・区分変更（要支援→要介護）
・サービス事業所の変更（同一サービス種類のみ）（※１）
・事業開始（指定有効期間開始）
・事業所指定効力停止の解除
・利用者の登録開始（前月以前から継続している場合を除
く）

契約日

・短期入所生活介護又は短期入所療養介護の退所（※１）
・小規模多機能型居宅介護（短期利用型）、認知症対応型
共同生活介護（短期利用型）、特定施設入居者生活介護
（短期利用型）又は地域密着型特定施設入居者生活介
護、複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護・短
期利用型）の退居（※１）

退所日
退居日

・医療保険の訪問看護の給付対象となった期間 給付終了日の翌日

・公費適用の有効期間開始 開始日

・生保単独から生保併用への変更
（６５歳になって被保険者資格を取得した場合）

資格取得日

・区分変更（要介護１～５の間） 変更日

・区分変更（要介護→要支援）
・サービス事業所の変更（同一サービス種類のみ）（※１）
・事業廃止（指定有効期間満了）
・事業所指定効力停止の開始
・利用者との契約解除

契約解除日

（満了日）
（開始日）

・短期入所生活介護又は短期入所療養介護の入所（※１）
・小規模多機能型居宅介護（短期利用型）、認知症対応型
共同生活介護（短期利用型）、特定施設入居者生活介護
（短期利用型）又は地域密着型特定施設入居者生活介
護、複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護・短
期利用型）の入居（※１）

入所日の前日
入居日の前日

・医療保険の訪問看護の給付対象となった期間 給付開始日の前日

・公費適用の有効期間終了 終了日

・福祉用具貸与の開始月と中止月が異なり、かつ、当該月
の貸与期間が一月に満たない場合（ただし、当分の間、半
月単位の計算方法を行うことも差し支えない。）

開始日

・公費適用の有効期間開始 開始日

・生保単独から生保併用への変更
（６５歳になって被保険者資格を取得した場合）

資格取得日

・福祉用具貸与の開始月と中止月が異なり、かつ、当該月
の貸与期間が一月に満たない場合（ただし、当分の間、半
月単位の計算方法を行うことも差し支えない。）

中止日

・公費適用の有効期間終了 終了日

開
始

定期巡回・随時対応型訪問
介護看護

終
了

福祉用具貸与
介護予防福祉用具貸与
（特定施設入居者生活介護
及び介護予防特定施設入
居者生活介護における外部
サービス利用型を含む）

開
始

終
了

80



月額報酬対象サービス 起算日※２月途中の事由

・区分変更（要支援Ⅰ⇔要支援Ⅱ）
・区分変更（事業対象者→要支援）

変更日

・区分変更（要介護→要支援）
・サービス事業所の変更（同一サービス種類のみ）（※１）
・事業開始（指定有効期間開始）
・事業所指定効力停止の解除

契約日

・利用者との契約開始 契約日

・介護予防特定施設入居者生活介護又は介護予防認知
症対応型共同生活介護の退居（※１）

退居日の翌日

・介護予防小規模多機能型居宅介護の契約解除（※１） 契約解除日の翌日

・介護予防短期入所生活介護又は介護予防短期入所療
養介護の退所（※１）

退所日の翌日

・公費適用の有効期間開始 開始日

・生保単独から生保併用への変更
（６５歳になって被保険者資格を取得した場合）

資格取得日

・区分変更（要支援Ⅰ⇔要支援Ⅱ）
・区分変更（事業対象者→要支援）

変更日

・区分変更（事業対象者→要介護）
・区分変更（要支援→要介護）
・サービス事業所の変更（同一サービス種類のみ）（※１）
・事業廃止（指定有効期間満了）
・事業所指定効力停止の開始

契約解除日

（廃止・満了日）
（開始日）

・利用者との契約解除 契約解除日

・介護予防特定施設入居者生活介護又は介護予防認知
症対応型共同生活介護の入居　（※１）

入居日の前日

・介護予防小規模多機能型居宅介護の利用者の登録開
始　（※１）

サービス提供日（通い、
訪問又は宿泊）の前日

・介護予防短期入所生活介護又は介護予防短期入所療
養介護の入所（※１）

入所日の前日

・公費適用の有効期間終了 終了日

居宅介護支援費
介護予防支援費
介護予防ケアマネジメント費

-

・日割りは行わない。
・月の途中で、事業者の変更がある場合は、変更後の事
業者のみ月額包括報酬の算定を可能とする。（※１）
・月の途中で、要介護度に変更がある場合は、月末にお
ける要介護度に応じた報酬を算定するものとする。
・月の途中で、利用者が他の保険者に転出する場合は、
それぞれの保険者において月額包括報酬の算定を可能と
する。
・月の途中で、生保単独から生保併用へ変更がある場合
は、それぞれにおいて月額包括報酬の算定を可能とす
る。

-

終
了

介護予防・日常生活支援総
合事業
・訪問型サービス（独自）
・通所型サービス（独自）

※月額包括報酬の単位とし
た場合

開
始
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月額報酬対象サービス 起算日※２月途中の事由

日割り計算用サービスコー
ドがない加算及び減算

-

・日割りは行わない。
・月の途中で、事業者の変更がある場合は、変更後の事
業者のみ月額包括報酬の算定を可能とする。（※１）
・月の途中で、要介護度（要支援含む）に変更がある場合
は、月末における要介護度（要支援含む）に応じた報酬を
算定するものとする。
・月の途中で、利用者が他の保険者に転出する場合は、
それぞれの保険者において月額包括報酬の算定を可能と
する。
・月の途中で、生保単独から生保併用へ変更がある場合
は、生保併用にて月額包括報酬の算定を可能とする。（月
途中に介護保険から生保単独、生保併用に変更となった
場合も同様）

-

※１　ただし、利用者が月の途中で他の保険者に転出する場合を除く。月の途中で、利用者が他の保険者に

※２  終了の起算日は、引き続き月途中からの開始事由がある場合についてはその前日となる。

 転出する場合は、それぞれの保険者において月額包括報酬の算定を可能とする。
 なお、保険者とは、政令市又は広域連合の場合は、構成市区町村ではなく、政令市又は広域連合を示す。
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個人情報保護に関する事項 

１ 個人情報の取扱いについて 

 利用者の個人情報を取り扱う場合は、本人の同意を得てください。なお、個人情報の取扱いに関

して同意したことによって生ずる結果について、未成年者、成年被後見人、被保佐人及び被補助人

が判断できる能力を有していないなどの場合は、親権者や法定代理人等から同意を得る必要があり

ます。 

 また、キーパーソンの個人情報を取り扱う場合についても、キーパーソン本人の同意を得てくだ

さい。 

○ 個人情報の保護に関する法律（平成 15年法律第 57号）

○ 医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス

(H29.4.14 厚生労働省通知、H29.5.30 適用、R8.4.1 改正) 

(1) 個人情報

個人に関する情報（事業を営む個人の当該事業に関する情報を除く。）であって、特定 の個人を

識別することができるもの（他の情報と照合することにより、特定の個人を識別 することができる

こととなるものを含む。）又は特定の個人を識別することはできないが 、公にすることにより、な

お個人の権利利益を害するおそれがあるもの。なお、「個人」には、生存する個人のほか、死亡した

個人も含まれる。 

利用者の情報を保存している場合には、漏えい、滅失又は毀損の防止のため、個人情報と同等の

安全管理措置を講ずるものとする。 

介護関係事業者における個人情報の例としては、ケアプラン、介護サービス提供にかかる計画、

提供したサービス内容等の記録、事故の状況等の記録等がある。 

(2) 利用目的の特定

個人情報を取り扱うに当たっては、その利用の目的（利用目的）をできる限り特定しなければな

らない。特定された利用目的の達成に必要な範囲を超えて、個人情報を取り扱う場合には、あらか

じめ本人の同意を得なければならない。 

 介護関係事業者が利用者から個人情報を取得する場合、当該情報を利用者に対する介護サービス

の提供や介護保険事務等で利用することは、利用目的の範囲内なのは明らかである。 

① 介護サービスの利用者への介護の提供に必要な利用目的

〔介護関係事業者の内部での利用に係る事例〕

・当該事業者が介護サービスの利用者等に提供する介護サービス

・介護保険事務等

〔他の事業者等への情報提供を伴う事例〕 

・当該利用者に居宅サービスを提供する他の居宅サービス事業者や居宅介護支援事業者等との連

携（サービス担当者会議等）、照会への回答等 

・介護保険事務のうち、保険事務の委託、審査支払機関へのレセプトの提出等

・損害賠償保険などに係る保険会社等への相談又は届出等

② ①以外の利用目的

〔介護保険事業者の内部での利用に係る事例〕

・介護サービスや業務の維持・改善のための基礎資料

・介護保険施設等において行われる学生の実習への協力
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(3) 利用目的の通知等

介護関係事業者は、個人情報を取得するに当たっては、あらかじめその利用目的を公表しておくか、

個人情報を取得した場合には、速やかに、その利用目的を、本人に通知し、又は公表しなければなら

ない。 

利用目的の公表方法としては、事業所内等に掲示するとともに、可能な場合にはホームページへの

掲載等の方法により、なるべく広く公表する必要がある。 

個人情報の保護に関する法律第 21条において、「利用目的が明らかであると認められる場合」には

公表しなくてよいこととなっているが、介護関係事業者には、利用者に利用目的をわかりやすく示す

観点から、利用目的を公表することが求められる。 

(4) 安全管理措置、従業者の監督及び委託先の監督

介護関係事業者は、個人データ（データベース等を構成する個人情報）の安全管理のため、事業

者の規模、従業者の様態等を勘案して、次に示すような取組を参考に必要な措置を行うものとする。 

① 個人情報保護に関する規程の整備、公表

② 個人情報保護推進のための組織体制等の整備

③ 個人データの漏えい等の問題が発生した場合等における報告連絡体制の整備

④ 雇用契約時における個人情報保護に関する規程の整備

⑤ 従業者に対する教育研修の実施

⑥ 物理的安全管理措置（入退室管理の実施、機器・装置等の固定等）

⑦ 技術的安全管理措置（個人データに対するアクセス管理 等）

⑧ 個人データの保存

⑨ 不要となった個人データの廃棄、消去

⑩ 委託先の監督（契約において個人情報の適切な取扱いに関する内容を盛り込む等）

(5) 個人データの第三者提供

介護関係事業者は、あらかじめ本人の同意を得ないで、個人データを第三者に提供してはならな

い。ただし、以下に掲げる場合については本人の同意を得る必要はない。 

① 法令に基づく場合

例 ・サービス提供困難時の事業者間の連絡・紹介

・居宅介護支援事業者等との連携

・利用者が不正な行為等によって保険給付を受けている場合等の市町村への通知

・利用者の病状の急変が生じた場合の主治医への連絡等

・市町村による文書提出等の要求への対応

・厚生労働大臣又は県知事による報告命令、帳簿書類等の提示命令等への対応

・県知事による立入検査等への対応

・市町村が行う利用者からの苦情に関する調査への協力等

・事故発生時の市町村への連絡

② 人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、本人の同意を得ることが

困難であるとき。

③ 公衆衛生の向上又は児童の健全な育成の推進のために特に必要がある場合であって、本人の

同意を得ることが困難であるとき。

④ 国の機関若しくは地方公共団体又はその委託を受けた者が法令の定める事務を遂行すること
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に対して協力する必要がある場合であって、本人の同意を得ることにより当該事務の遂行に

支障を及ぼすおそれがあるとき。 

⑤ 学術研究機関等が学術研究目的で個人データを提供する場合であり、かつ、当該個人データ

の提供が学術研究の成果の公表または教授のためやむを得ない場合（個人の権利利益を不当

に損害するおそれがある場合を除く）

⑥ 学術研究機関等が個人データを提供する場合であり、かつ、当該学術研究機関等と協同して

学術研究を行う第三者に該当個人データを学術研究目的で提供する必要がある場合（当該個

人データを提供する目的の一部が学術研究目的である場合を含み、個人の権利利益を不当に

侵害するおそれがある場合を除く。）

⑦ 学術研究機関等が個人データの第三者提供を受ける場合であり、かつ、当該学術研究機関等

が当該個人データを学術研究目的で取り扱う必要がある場合（当該個人データを取り扱う目

的の一部が学術研究目的である場合を含み、個人の権利利益を不当に侵害するおそれがある

場合を除く。）

(6) その他の事項

・保有個人データに関する事項の公表等

・本人からの求めによる保有個人データの開示、訂正、利用停止等

（保有個人データの開示等の求めについて、利用者等の自由な求めを阻害しないため、医療・介護関

係事業者において、開示等の求めに係る書面に理由欄を設けることなどにより開示等を求める理由

の記載を要求すること及び開示等を求める理由を尋ねることは不適切である。） 

・苦情の処理

※詳細は、下記のホームページで御確認ください。

〇厚生労働省ホームページ https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000027272.html 

※ R8.4  一部改正版はこちらから https://www.mhlw.go.jp/content/001470633.pdf 

〇マイナンバーに関すること https://www.ppc.go.jp/legal/ 
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保指第３７４号

令和元年７月４日 

介護サービス事業者 様 

福岡市保健福祉局高齢社会部事業者指導課長 

指定基準等に係る本市への問い合わせについて 

平素から，本市介護保険事業にご協力いただき厚く御礼申し上げます。 

貴職におかれましては，日頃から適正な介護サービスの提供と法令遵守の徹底に努められていることと存

じます。

さて，昨今，介護サービス事業者からの電話による問い合わせや相談が急増しており，本市が応答した内

容について，共通した認識が図られていない事案が散見されるようになりました。 

今後は，相互において解釈の誤解が生じないよう，人員・設備・運営・報酬基準の解釈について本市へ問

い合わせをする場合は，下記のとおり電子メール（電子メールが使用できない場合はＦＡＸ）により行って

いただきますよう，よろしくお願いします。 

なお，虐待通報や事業所の不正等，緊急を有する相談については，従来どおり電話でも受け付けますので，

早急にご連絡ください。 

記 

１ 電子メール（又はＦＡＸ）の送付方法 

（１）電子メール（又はＦＡＸ）の主題は「〇〇〇〇事業の〇〇基準の問い合わせ」と記載。

（２）本文に下記の事項を記載。

①事業所名，②事業所番号，③担当者名，④連絡先，⑤質問，⑥状況，⑦問題点

（３）次のアドレスに電子メール（又はＦＡＸ）を送信。

在宅指導係：kyotaku@city.fukuoka.lg.jp

施設指導係：shisetu-shido@city.fukuoka.lg.jp

ＦＡＸ（共通）：092-726-3328

※本市システムのセキュリティ上，電子メールの添付ファイルが確認できない場合がありますので，必ず

本文中に上記（２）の内容を記載してください。

※１回のメール（又はＦＡＸ）に対し，一つの質問でお願いします。

２ 注意点 

・本市からの回答については，最大２週間要します。

・新規指定や指定更新，変更届等の提出書類に関する質問や相談は，従来どおり電話でも受け付けます。 

・回答期間短縮のため，本市に問い合わせる前に，各介護サービス事業者において下記資料を必ずご確認

ください。下記資料に記載のない場合，もしくは疑義のある場合のみお問い合わせください。

●厚生労働省介護サービス関係Ｑ＆Ａ

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_koureisha/qa/index.html

●福岡市集団指導資料

http://www.city.fukuoka.lg.jp/hofuku/jigyousyasido/health/00/05/5-010205_3.html

【問い合わせ先】 

福岡市 保健福祉局 高齢社会部 事業者指導課 

在宅指導係：kyotaku@city.fukuoka.lg.jp 

施設指導係：shisetu-shido@city.fukuoka.lg.jp 

ＦＡＸ（共通）：092-726-3328 

86



〒810-8620 福岡市中央区天神１丁目８－１ 

福岡市 福祉局 高齢社会部 事業者指導課 

○ 在宅指導係  電 話：092-711-4257 

F AX：092-726-3328 

E-mail：kyotaku@city.fukuoka.lg.jp

【担当事業】 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護

・夜間対応型訪問介護

・（介護予防）認知症対応型通所介護 

・（介護予防）小規模多機能型居宅介護 

・看護小規模多機能型居宅介護

○ 施設指導係  電 話：092-711-4319 

F AX：092-726-3328 

E-mail：shisetu-shido@city.fukuoka.lg.jp

【担当事業】 

  ・（介護予防）認知症対応型共同生活介護 

mailto:kyotaku@city.fukuoka.lg.jp
mailto:shisetu-shido@city.fukuoka.lg.jp
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